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(57) Abstract: A solar cell array (500) provided with solar cell modules (100a)-(100c) mounted on horizontal crosspieces (501). The
solar cell modules (100a) are formed so as t o b e pentagonal in plan view, where three angles are right angles and two angles are ob -
tuse angles. The lower lateral edge (101a) o f the solar cell modules (100a) i s configured so as to b e longer than the upper lateral
edge (102c) o f the solar cell modules (100c) located one level below, i s arranged adjacent t o the upper lateral edge (102c) o f the sol
ar cell modules (100c) located one level below, and i s arranged adjacent to the upper lateral edge (102a) o f the solar cell modules
(100a) located one level below.

(57) 要 約 ： 太 陽 電 池 ア レイ （500)は 、 横 桟 (501) に 取 り付 け られ る 太 陽 電 池 モ ジ ュ ー ル (100a) ~ (100c) を備 え
る 。 太 陽 電 池 モ ジ ュー ル (100a) は 、 平 面 的 に 見 て 五 角 形 状 に 形 成 され て お り、 3 つ の 角 部 が 直 角 で あ る と と
も に 、 2 つ の 角 部 が 鈍 角 で あ る 。 太 陽 電 池 モ ジ ュ ー ル （100a)の 下 側 の 横 辺 （101a)は 、 1 段 下 の 太 陽 電 池 モ
ジ ュ ー ル (100c) の 上 側 の 横 辺 (102c) よ リも 長 くな る よ う に 構 成 され て お り、 1 段 下 の 太 陽 電 池 モ ジ ュ ー ル
(100c) の 上 側 の 横 辺 (10¾;) に 隣 接 配 置 され る と と も に 、 1 段 下 の 太 陽 電 池 モ ジ ュー ル （100a)の 上 側 の 横 辺 ( 10 )

に隣 接 配 置 され て い る 。
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明 細 書

発明の名称 ：

太陽電池アレイ、モジュール枠体、太陽電池モジュール、および継手部材

技術分野

[0001 ] 本発明は、複数の太陽電池モジュールを備える太陽電池アレイ、太陽電池

モジュ一ル本体を保持するモジュ一ル枠体、モジュ一ル枠体を備える太陽電

池モジュール、桟に取り付けられる太陽電池モジュール、および継手部材に

関する。

背景技術

[0002] 従来、行列状 （マ トリクス状）に配置された矩形状の太陽電池モジュール

を備える太陽電池アレイが知られている。

[0003] 近年では、太陽電池モジュールの設置場所 （たとえば、寄棟造の屋根）を

有効に利用することが求められている。そこで、平面的に見て矩形状の太陽

電池モジユールと、平面的に見て三角形状の太陽電池モジュ一ルとを組み合

わせた太陽電池アレイが提案されている （たとえば、特許文献 1参照）。

[0004] 特許文献 1 の太陽電池アレイでは、各段の横方向における端部に三角形状

の太陽電池モジュールが配置され、その三角形状の太陽電池モジュールの間

に矩形状の太陽電池モジュールが配置されている。なお、三角形状の太陽電

池モジュールは、 1 つの角部が直角であり、 2 つの角部が鋭角である。

[0005] 太陽電池セルが内蔵された太陽電池モジュール本体は、受光面側に配置さ

れた透光性基板、透光性基板に対向して配置された太陽電池セル、太陽電池

セルを封止する封止部、裏面を保護する裏面保護部材などが積層されている

。透光性基板としては一般にガラス基板が採用され、封止部としては、例え

ば E V A (エチレン . ビニル ' アセテー ト）が採用され、裏面保護部材とし

ては、例えば封止シ一 卜 （P E T / A I / P E T ( P E T : ポリエチレン -

テレフタレ一 卜））が採用される。

[0006] したがって、太陽電池モジュール本体の端面からの水分等の侵入を防ぐた



め、また、太陽電池モジュール本体の設置強度を確保するなどのため、透光

性基板を含む積層体の周囲が嵌め込まれるモジュ一ル枠体が必要とされる。

[0007] 太陽電池モジュール本体は一般的に矩形状として形成されることから、太

陽電池モジュール本体の周囲を支持するモジュ一ル枠体は、 4 個が組み合わ

されて矩形のモジュ一ル枠体とされる。

[0008] 矩形の各辺を構成する4 個の枠体を相互に締結することは、直線状の辺に

比べてコーナ一部が特殊な形状となることから種々の技術が提案されている

。また、 4 個のモジュール枠体を相互に連結 して矩形を形成するための技術

が提案されている （例えば、特許文献 2 、特許文献 3 参照。）。

[0009] モジュ一ル枠体が相互に連結されるコーナ一部でのモジュ一ル枠体を固定

して連結する方法として、締結治具としての 「ビス」を用いる方法と、継手

部材を用いて、 「か しめ」あるいは 「嵌め込み」によって対向するモジュ一

ル枠体相互間を連結する方法とがある。

[001 0] 特許文献 2 には、 ビスによる締結技術とか しめ技術の両方が開示されてい

る。また、特許文献 3 には、平面的に見て長方形状に形成された太陽電池モ

ジュール本体と、太陽電池モジュール本体の 4 辺にそれぞれ配置される4 つ

のフレームとを備えた太陽電池モジュールが開示されている。各フレームは

、各辺に沿って延びるように形成されており、太陽電池モジュール本体が嵌

合される嵌合部と、嵌合部の下方に配置された中空状の本体部とを含んでい

る。なお、本体部は、断面が長方形状に形成されている。特許文献 3 には、

圧入部材をフレームに揷入するか しめ技術が開示されている。

[001 1] 特許文献 2 に開示されたか しめ技術は、 L 字状とされた固定金具を連結さ

れる両方のフレーム （モジュール枠体）に差 し込んでフレームを相互に連結

するものである。固定金具をね じ固定することなく、嵌め込み作業のみで組

み立てる。 したがって、固定金具の用い方、フ レームの形状が特殊であり、

強度的な課題が生 じる虞がある。

[001 2] また、特許文献 3 に開示されたか しめ技術は、継手部材として圧入部材を

利用するものである。すなわち、特許文献 3 の太陽電池モジュールでは、 L



字状 の コーナ一 ピース （圧入部材） を用いて、隣接 するフ レームが連結 され

ている。具体的には、 コーナ一 ピースの両端 がそれぞれ隣接 するフ レームの

本体部 に圧入 され ることによ り、隣接 するフ レームが コーナ一 ピースを介 し

て連結 されている。圧入部材が フ レー ム の形状 に影響 を与 えることか ら、強

度 的な課題 が生 じる虞がある。

[001 3] また、近年では、太陽電池 モジュールの設置場所 （た とえば、寄棟造の屋

根） を有効 に利用することが求め られてお り、平面的に見て五角形 の太陽電

池 モジュールが提案 されている （た とえば、特許文献 4 参照）。

[0014] 特許文献 4 には、平面的に見て五角形 に形成 されたパ ネル （太陽電池 モジ

ュ一ル本体） と、パ ネルの各辺 にそれぞれ配置 され る 5 つの フ レ一厶部材 （

モジュール枠体） とを備 えた太陽電池 モジュールが開示 されている。 この太

陽電池 モジュール は、平面的に見て、 3 つの角部 が直角であ り、 2 つの角部

が鈍角である。各 フ レーム部材 は、各辺 に沿 って延び るように形成 されてお

り、 隣接 するフ レー ム部材が各角部 で連結 されている。

[001 5] そ して、角部 が直角である連結部 では、隣接 するフ レー ム部材がね じによ

り連結 され、角部 が鈍角である連結部 では、隣接 するフ レー ム部材が固定部

材 を介 してね じによ り連結 されている。

先行技術文献

特許文献

[001 6] 特許文献 1 ：特 開平 1 0 — 1 2 9 1 1 号公報

特許文献2 ：特 開 2 0 0 2 _ 3 1 4 1 1 3 号公報

特許文献3 ：特 開 2 0 1 0 _ 1 9 9 1 4 7 号公報

特許文献4 ：特 開 2 0 0 2 _ 1 8 0 6 0 5 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[001 7] 本発 明の第 1 の課題 と して、特許文献 1 に開示 された従来の太陽電池 ァ レ

ィでは、三角形状 の太陽電池 モジュールが鋭角の角部 を有 することによ り、



太陽電池モジュールの設置作業時に作業員がけがをするおそれがあるので、

安全性に問題がある。

[001 8] 本発明は、上記第 1 の課題に鑑み、設置作業時の安全性の向上を図ること

が可能な太陽電池ァレィを提供することを目的とする。

[001 9] また、本発明の第 2 の課題として、太陽電池モジュールの隣接するモジュ

ール枠体の連結部が構成する内角が直角の場合は特許文献 2 に開示されてい

るようにビス （他方は、ね じ穴とされためね じ部）を使用できるが、隣接す

るモジュ一ル枠体で形成される角部が直角ではない連結部では、ビスを用い

て連結することはできない。

[0020] したがって、継手部材を適用する必要が生 じる。 しかしながら、モジュ一

ル枠体の一方で継手部材を適用 して連結 した場合、他方では、直角で連結さ

れるときがあり、直角で連結される連結部では、ビスを用いたね じ止めが好

ましい。ビスを用いたね じ止めとする場合、モジュール枠体にめね じ部を配

置する必要があり、継手部材の配置について工夫する必要が生 じる。

[0021 ] 本発明は、上記第 2 の課題に鑑み、以下の目的を有する。

[0022] 本発明は、他のモジュール枠体に挿入される継手部材の位置を規制する規

制部を設けることによって、隣接する他のモジュール枠体に対 して容易にか

つ高精度に位置決め し、かつ、確実に連結することが可能となるモジュール

枠体を提供することを目的とする。

[0023] また、本発明は、複数のモジュール枠体の内少なくとも 2 つは、相互に連

結されて形成する連結部の平面視での内角が 9 0 度と異なる角度である太陽

電池モジユールとすることによって、太陽電池モジュ一ル本体が矩形以外の

多角形とされた場合でもモジュール枠体相互間の連結部の位置決め精度およ

び機械的強度を確保 して信頼性を向上させ、設置場所を有効に活用すること

ができる太陽電池モジュ一ルを提供することを他の目的とする。

[0024] また、本発明は、モジュール枠体の長さ方向と垂直な方向での断面形状が

異なる複数種類のモジュ一ル枠体を備える太陽電池モジユールとすることに

よって、太陽電池モジュ一ル本体が矩形以外の多角形とされた場合でもモジ



ユール枠体相互間の連結部の位置決め精度および機械的強度を確保して信頼

性を向上させる太陽電池モジュ一ルを提供することを他の目的とする。

[0025] また、本発明の第3 の課題として、特許文献 3 の太陽電池モジュールでは

、中空状の本体部の内部に水分が浸入し、その水分が残留する場合には、寒

冷地においてその水分が凍結し、体積膨張することにより、フレームが損傷

することが考えられる。

[0026] 本発明は、上記第3 の課題に鑑み、中空状の支持部を有するモジュール枠

体が損傷するのを抑制することが可能な太陽電池モジュールぉよび継手部材

を提供することを目的とする。

[0027] また、本発明の第4 の課題として、上記した五角形の太陽電池モジュール

を縦桟または横桟に取り付ける場合には、太陽電池モジュ一ルの横方向また

は縦方向における両端部に桟が配置されることから、4 つの連結部について

は桟を下方に配置することが可能であるが、残りの 1つの連結部については

桟を下方に配置することができない。このため、4 つの連結部については桟

に固定することが可能であるが、残りの 1つの連結部については桟に固定す

ることが困難である。したがって、桟が下方に配置されない連結部には負荷

がかかりやすい。

[0028] そして、連結部に負荷がかかる場合には、固定部材をフレーム部材に締結

するねじに対して外力が作用することにより、そのねじが緩みやすくなる。

特に、ねじに対して外力が繰り返し作用すると、ねじが緩みやすくなる。そ

の結果、桟が下方に配置されない連結部が破損しやすいという問題点がある

[0029] 本発明は、上記第4 の課題に鑑み、モジュール枠体の連結部が破損するの

を抑制することが可能な太陽電池モジュールを提供することを目的とする。

課題を解決するための手段
[0030] 本発明の第 1の態様に係る太陽電池アレイは、横桟に取り付けられる複数

の太陽電池モジュールを備える。複数の太陽電池モジュールは、行列状に配

置されており、平面的に見て矩形状の第 1太陽電池モジュールと、平面的に



見て五角形状の第 2 太陽電池モジュ一ルとを含む。第 2 太陽電池モジュ一ル

は、 3 つの角部が直角であるとともに、 2 つの角部が鈍角である。第 2 太陽

電池モジュールの 1段下には、 1段下の第 1 太陽電池モジュールおよび第 2

太陽電池モジュールが配置されている。 1段下の第 1 太陽電池モジュールは

、第 2 太陽電池モジュールと縦方向において隣接するように配置され、 1段

下の第 2 太陽電池モジュールは、 1段下の第 1 太陽電池モジュールと横方向

において隣接するように配置される。そして、第 2 太陽電池モジュールの下

側の横辺は、 1段下の第 1 太陽電池モジュールの上側の横辺よりも長くなる

ように構成されており、 1段下の第 1 太陽電池モジュールの上側の横辺に隣

接配置されるとともに、 1段下の第 2 太陽電池モジュールの上側の横辺に隣

接配置されている。

[0031 ] このように構成することによって、第 2 太陽電池モジュールが鋭角の角部

を有 していないことにより、設置作業時に作業員がけがをするのを抑制する

ことができるので、安全性の向上を図ることができる。また、太陽電池モジ

ユールが横桟に取り付けられることによ

り、第 2 太陽電池モジュールの下側の横辺を、 1段下の第 1 太陽電池モジュ

—ルの上側の横辺よりも長くすることができる。これにより、第 2 太陽電池

モジュールの下側の横辺と第 1 太陽電池モジュールの上側の横辺とが同じ長

さである場合に比べて、受光面積の向上を図ることができる。

[0032] 上記太陽電池アレイにおいて、第 1 太陽電池モジュールは、縦方向におい

て対応するように配置されていてもよい。

[0033] このように配置することによって、太陽電池アレイの施工現場での位置合

わせ作業を容易にし、誤った作業を防ぐことが可能となる。

[0034] 上記太陽電池アレイにおいて、所定の第 2 太陽電池モジュールの下側の横

辺の長さは、 1段下の第 1 太陽電池モジュールの上側の横辺の長さと、 1段

下の第 2 太陽電池モジュールの上側の横辺の長さとの合計よりも小さくなる

ように構成されていてもよい。

[0035] 上記太陽電池アレイにおいて、所定の第 2 太陽電池モジュールと横方向に



おいて隣接配置されるとともに、 1段下の第 2 太陽電池モジュールと縦方向

において隣接配置される化粧部材を備えるようにしてもよい。

[0036] 上記太陽電池アレイにおいて、最上段から最下段までの各段の横方向にお

ける端部に第 2 太陽電池モジュ一ルが配置されるようにしてもよい。

[0037] 上記太陽電池アレイにおいて、上段側の各段の横方向における端部に第 2

太陽電池モジュールが配置され、下段側の各段には第 1 太陽電池モジュール

のみが配置されるようにしてもよい。

[0038] 上記太陽電池アレイにおいて、第 2 太陽電池モジュールは、下側の横辺と

、下側の横辺よりも短い上側の横辺と、下側の横辺と上側の横辺とを結ぶ内

側の縦辺と、内側の縦辺よりも短い外側の縦辺と、上側の横辺と外側の縦辺

とを結ぶ斜辺とを含んでいてもよい。

[0039] また、本発明の第 2 の態様に係るモジュール枠体は、太陽電池セルが配置

されたセル領域と、前記セル領域の外周に配置された外周領域とを備える太

陽電池モジュ一ル本体を保持するモジュ一ル枠体であつて、前記外周領域が

嵌め込まれる嵌め込み部と、前記嵌め込み部を支持する支持部とを備え、前

記支持部は、前記嵌め込み部の底部と結合する上端部と、前記太陽電池モジ

ユール本体と交差する方向で前記上端部から離れて配置され前記上端部に対

向する下端部と、前記上端部と前記下端部とを連結 し前記外周領域に沿つて

配置された第 1壁部と、前記上端部と前記下端部との間で前記第 1壁部に沿

つて配置され延長 して隣接する他のモジュール枠体に挿入される継手部材と

、前記継手部材の前記第 1壁部からの位置を規制する規制部とを備えること

を特徴とする。

[0040] したがって、本発明に係るモジュール枠体は、継手部材と継手部材の第 1

壁部からの位置を規制する規制部とを備えることから、隣接する他のモジュ

—ル枠体に対 して容易にかつ高精度に位置決めし、かつ、確実に連結するこ

とが可能となる。

[0041 ] また、本発明に係るモジュール枠体では、前記規制部は、前記下端部に配

置されていてもよい。



[0042] この場合、本発明に係るモジュール枠体は、継手部材の自重を利用して自

己整合的に位置決めすることができるので、第 1壁部からの間隔を容易に確

定でき、また、他のモジュール枠体との連結を容易に行うことができる。

[0043] また、本発明に係るモジュール枠体では、前記規制部は、前記上端部に配

置されていてもよい。

[0044] この場合、本発明に係るモジュール枠体は、継手部材が第 1壁部に沿って

下端部から上端部まで配置された場合でも、上端部に配置された規制部によ

つて継手部材の位置を確実に規制することから、他のモジュール枠体との連

結を容易に行うことができる。また、下端部および上端部の双方に規制部が

配置された場合は、更に容易に、かつ高精度に位置決めすることができる。

[0045] また、本発明に係るモジュール枠体では、前記規制部は、突起であっても

よい。

[0046] この場合、本発明に係るモジュール枠体は、規制部を突起で形成すること

から、簡単な構成で確実に継手部材の位置を規制することができる。

[0047] また、本発明に係るモジュール枠体では、前記突起は、前記第 1壁部の長

さ方向に沿って延長されていてもよい。

[0048] この場合、本発明に係るモジュール枠体は、第 1壁部の延長方向に沿って

突起を延長することから、継手部材の延長方向で継手部材の位置を規制する

ので、更に安定した位置決めをすることができる。

[0049] また、本発明に係るモジュール枠体では、前記規制部は、前記下端部およ

び前記上端部のいずれか一方に形成されて前記継手部材が揷入される凹部と

され、前記下端部および前記上端部の双方で前記継手部材を挟む構造とされ

ていてもよい。

[0050] この場合、本発明に係るモジュール枠体は、下端部および上端部の一方に

継手部材が挿入される凹部を有し、下端部および上端部の双方によって継手

部材を挟む構造とされていることから、継手部材を安定的に位置決めし、連

結する他のモジュ一ル枠体と強固に連結することができる。下端部および上

端部の一方が凹状とされた場合、下端部および上端部の他方は凸部として形



成される。

[0051 ] また、本発明に係るモジュール枠体では、前記支持部は、前記第 1壁部に

対 して前記セル領域の側に配置され前記上端部と前記下端部とを連結 して前

記外周領域に沿って配置された第 2 壁部を備え、前記第 2 壁部は、前記第 1

壁部に対向する面に配置されて隣接する他のモジュール枠体の第 1壁部がね

じ止めされるめねじ部を備え、前記規制部は、前記めねじ部によって構成さ

れていてもよい。

[0052] この場合、本発明に係るモジュール枠体は、隣接する他のモジュール枠体

がねじ止めされるめねじ部 （めねじ部の第 1壁部側の先端）を規制部として

機能させることから、規制部を別途形成する必要が無くなり、生産性 （作業

性）、汎用性が向上する。

[0053] また、本発明に係るモジュール枠体では、前記上端部、前記下端部、前記

第 1壁部、および前記第 2 壁部は、前記継手部材を内包する中空構造を形成

していてもよい。

[0054] この場合、本発明に係るモジュール枠体は、上端部、下端部、第 1壁部、

および第 2 壁部が形成する中空構造によって継手部材を内包することから、

継手部材の損傷を防止してモジュール枠体の連結強度の信頼性を確保するこ

とができる。

[0055] また、本発明に係るモジュール枠体では、前記継手部材は、前記第 1壁部

に締結されていてもよい。

[0056] この場合、本発明に係るモジュール枠体は、継手部材を第 1壁部に締結す

ることから、連結強度を向上させ、連結の信頼性を向上させる。

[0057] また、本発明に係る太陽電池モジュールは、太陽電池セルが配置されたセ

ル領域および前記セル領域の外周に配置された外周領域を備える太陽電池モ

ジュ一ル本体と、前記外周領域が嵌め込まれた複数のモジュ一ル枠体とを備

える太陽電池モジュールであって、複数の前記モジュール枠体の内少なくと

も 2 つは、本発明に係るモジュール枠体であって、相互に連結されて形成す

る連結部の平面視での内角が 9 0 度と異なる角度であることを特徴とする。



[0058] したがって、本発明に係る太陽電池モジュールは、相互に連結されて形成

する連結部の平面視での内角が 9 0 度と異なる角度の場合に本発明に係るモ

ジュ一ル枠体を適用することから、太陽電池モジュ一ル本体が矩形以外の多

角形とされた場合でもモジュ一ル枠体相互間の連結部の位置決め精度および

機械的強度を確保 して信頼性を向上させるので、設置場所を有効に活用する

ことができる。

[0059] また、本発明に係る太陽電池モジュールでは、前記太陽電池モジュール本

体は、平面視で 5 角形以上の多角形であつてもよい。

[0060] この場合、本発明に係る太陽電池モジュールは、四角形を越える多角形と

された太陽電池モジュ一ル本体に対 して適用することができ、連結部の信頼

性を確保することができる。

[0061 ] また、本発明に係る太陽電池モジュールは、太陽電池セルが配置されたセ

ル領域および前記セル領域の外周に配置された外周領域を備える太陽電池モ

ジュ一ル本体と、前記外周領域が嵌め込まれた複数のモジュ一ル枠体とを備

える太陽電池モジュールであって、複数の前記モジュール枠体は、前記モジ

ユール枠体の長さ方向と垂直な方向での断面形状が異なる複数種類とされて

いることを特徴とする。

[0062] したがって、本発明に係る太陽電池モジュールは、モジュール枠体の長さ

方向と垂直な方向での断面形状が、複数種類とされていることから、太陽電

池モジュ一ル本体が矩形以外の多角形とされた場合でもモジュ一ル枠体相互

間の連結部の位置決め精度および機械的強度を確保 して信頼性を向上させる

ので、設置場所を有効に活用することができる。

[0063] また、本発明の第 3 の態様に係る太陽電池モジュールは、太陽電池モジュ

—ル本体と、太陽電池モジュール本体の各辺にそれぞれ配置される複数のモ

ジュ一ル枠体と、複数のモジュ一ル枠体のうち隣接するモジュ一ル枠体を連

結するための継手部材とを備える。モジュール枠体は、太陽電池モジュール

本体が嵌合される嵌合部と、嵌合部の下方に配置された中空状の支持部とを

含む。継手部材は、隣接するモジュール枠体の境界を跨ぐように、隣接する



支持部 の 内部 に配置 され、 かつ、 隣接 す る支持部 を連通 す る連通部 が形成 さ

れ て い る。複数 の モジ ュール枠 体 の うちの少な くとも 1 つの モジ ュール枠 体

の支持部 には、 水分 を排 出す るため の開 口部 が形成 され て い る。

[0064] この よ うに構成 す る ことによ って、継手部 材 の連通部 によ り隣接 す る支持

部 を連通 す る とともに、 開 口部 か ら水分 を排 出す る ことがで きる。 これ によ

り、 支持部 の 内部 に水分 が残留 す るの を抑制 す る ことがで きるので、 中空状

の支持部 を有 す るモジ ュール枠 体 中の水分 が凍結 し、 体積膨 張 す る ことによ

り損傷 す るの を抑制 す る ことがで きる。

[0065] 上記 太陽電池 モジ ュール において、 開 口部 は、 支持部 の少な くとも底面 に

形成 され、 連通部 と対応 す る位 置 に配置 され るよ うに して もよい。

[0066] この よ うに構成 すれ ば、 開 口部 か ら水分 を排 出 しや す くす る ことがで きる

[0067] 上記 太陽電池 モジ ュール において、 開 口部 は、 支持部 の少な くとも側 面 に

形成 され、 連通部 と対応 す る位 置 に配置 され るよ うに して もよい。

[0068] この よ うに構成 すれ ば、 底面 に比べ て側 面 の方 が開 口部 の面積 を大 き くす

る ことが可能 とな るため、 開 口部 か ら水分 を排 出 しや す くす る ことがで きる

[0069] 上記 太陽電池 モジ ュール において、 支持部 と継手部 材 とを締結 す る締結部

材 を備 え、継手部 材 は、締結部 材 が配置 され る一対 の貫 通孔 を有 して いて も

よい。

[0070] この よ うに構成 すれ ば、締結部 材 によ り支持部 と継手部 材 とを締結 す る こ

とによ り、 隣接 す るモジ ュ一ル枠 体 を連結 す る ことがで きる。

[0071 ] 上記貫 通孔 が形成 され た継手部 材 を備 え る太陽電池 モジ ュール おいて、 連

通部 は、 一対 の貫 通孔 の間 に配置 され る溝状部 を含 んで いて もよい。

[0072] この よ うに構成 すれ ば、 隣接 す る支持部 を連通 しなが ら、継手部 材 による

接続 強度 の向上 を図 る ことがで きる。

[0073] 上記連通部 が溝状部 を含 む太陽電池 モジ ュール において、 連通部 は、溝状

部 と交差 す る方 向 に延 び るよ うに形成 され、溝状部 の端部 と連通 す る第 1 凹



状部を含んでいてもよい。

[0074] このように構成すれば、隣接する支持部間を水分が移動 しゃすくすること

ができる。

[0075] 上記連通部が溝状部を含む太陽電池モジュールにおいて、連通部は、一対

の貫通孔の上方および下方に、溝状部と同じ方向に延びるように形成された

第 2 凹状部を含んでいてもよい。

[0076] このように構成すれば、隣接する支持部間を水分が移動 しゃすくすること

ができる。

[0077] 上記貫通孔が形成された継手部材を備える太陽電池モジュールおいて、継

手部材は、貫通孔の周囲に形成された厚肉部と、厚肉部以外の薄肉部とを含

み、薄肉部と対応する領域が連通部として機能するようにしてもよい。

[0078] このように構成すれば、隣接する支持部間を水分が移動 しゃすくすること

ができる。

[0079] また、本発明による継手部材は、太陽電池モジュール本体の各辺にそれぞ

れ配置される複数のモジュ一ル枠体のうち隣接するモジュ一ル枠体を連結す

るためのものである。モジュール枠体は、太陽電池モジュール本体が嵌合さ

れる嵌合部と、嵌合部の下方に配置された中空状の支持部とを含む。継手部

材は、隣接するモジュール枠体の境界を跨ぐように、隣接する支持部の内部

に配置され、かつ、隣接する支持部を連通する連通部が形成されている。複

数のモジュール枠体のうちの少なくとも 1 つのモジュール枠体の支持部には

、水分を排出するための開口部が形成されている。

[0080] このように構成することによって、継手部材の連通部により隣接する支持

部を連通するとともに、開口部から水分を排出することができる。これによ

り、支持部の内部に水分が残留するのを抑制することができるので、中空状

の支持部を有するモジュール枠体が損傷するのを抑制することができる。

[0081 ] また、本発明の第 4 の態様に係る太陽電池モジュールは、桟に取り付けら

れる太陽電池モジュールであって、太陽電池モジュール本体と、太陽電池モ

ジュ一ル本体の各辺にそれぞれ配置される複数のモジュ一ル枠体と、隣接す



るモジュール枠体が連結される連結部とを備える。連結部は、桟が下方に配

置される第 1連結部と、桟が下方に配置されない第 2 連結部とを含む。太陽

電池モジユールには、第 2 連結部において隣接するモジュ一ル枠体を連結す

るための継手部材と、継手部材とモジュ一ル枠体とを締結する締結部材とが

設けられている。

[0082] このように構成することによって、第 2 連結部に負荷がかかった場合にも

、締結部材が緩みにくく、第 2 連結部が破損するのを抑制することができる

[0083] 上記太陽電池モジュールにおいて、締結部材は、ボル トおよびナットを含

んでいてもよい。

[0084] このように構成すれば、ねじによりフレーム部材と固定部材とを直接締結

する場合に比べて、締結部材を緩みにくくすることができる。

[0085] 上記太陽電池モジュールにおいて、締結部材は、 リベットを含んでいても

よい。

[0086] このように構成すれば、ねじによりフレーム部材と固定部材とを直接締結

する場合に比べて、締結部材を緩みにくくすることができるとともに、締結

に要する時間を短縮することができる。

[0087] 上記太陽電池モジュールにおいて、締結部材は、接着剤により固定される

ねじを含んでいてもよい。

[0088] このように構成すれば、ねじによりフレーム部材と固定部材とを直接締結

する場合に比べて、締結部材を緩みにくくすることができる。

[0089] 上記太陽電池モジュールにおいて、締結部材は、セルフタップねじを含ん

でいてもよい。なお、セルフタップねじとは、ねじ孔に予め溝を形成するこ

となく、ねじ孔の径をねじの径よりも小さくすることにより、ねじ孔に溝を

形成 しながらねじを締結する方法である。

[0090] このように構成すれば、ねじによりフレーム部材と固定部材とを直接締結

する場合に比べて、締結部材を緩みにくくすることができる。

[0091 ] 上記太陽電池モジュールにおいて、モジュール枠体は、太陽電池モジユ ー



ル本体が嵌合される嵌合部と、嵌合部の下方に配置された中空状の支持部と

を含み、継手部材は、支持部の内部に挿入された場合に、支持部を塞ぐよう

に構成されていてもよい。

[0092] このように構成すれば、第 2 連結部の機械的な強度の向上を図ることがで

きるので、第 2 連結部が破損するのを抑制することができる。

[0093] 上記太陽電池モジュールにおいて、締結部材は、複数設けられていてもよ

い。

[0094] このように構成すれば、締結部材による接続強度を強化することができる

ので、第 2 連結部が破損するのを抑制することができる。

[0095] 上記太陽電池モジュールにおいて、太陽電池モジュール本体は、平面的に

見て五角形に形成されており、連結部は、4 個の第 1連結部と、 1個の第 2

連結部とを含み、第 2 連結部と隣接する第 1連結部のうち、第 2 連結部に近

い第 1連結部が強化されていてもよい。

[0096] このように構成すれば、第 2 連結部が負荷を受けた場合に、影響を受けや

すい第 1連結部を強化することにより、第 1連結部が破損するのを抑制する

ことができる。

[0097] 上記太陽電池モジュールにおいて、太陽電池モジュール本体は、平面的に

見て五角形に形成されており、連結部は、4 個の第 1連結部と、 1個の第 2

連結部とを含み、第 2 連結部と隣接する第 1連結部の両方が強化されていて

もよい。

[0098] このように構成すれば、第 2 連結部が負荷を受けた場合に、影響を受けや

すい第 1連結部を強化することにより、第 1連結部が破損するのを抑制する

ことができる。

[0099] 上記太陽電池モジュールにおいて、モジュール枠体の間に架けられる補助

枠体を備えるようにしてもよい。

[01 00] このように構成すれば、補助枠体によりモジュール枠体を補強することが

できるので、連結部が破損するのを抑制することができる。

[01 0 1] この場合において、太陽電池モジュール本体は、複数の太陽電池セルを含



み、補助枠体は、複数の太陽電池セルの間に、太陽電池セル と重な らないよ

うに配置 されていてもよい。

[01 02] このように構成すれば、太陽電池モジュール本体が橈んだ場合でも、太陽

電池セルが補助枠体 に接触するのを抑制することがで きるので、太陽電池セ

ルが損傷するのを抑制することがで きる。

発明の効果

[01 03] 本発明の第 1 の効果 と して、本発明の太陽電池 ア レイによれば、設置作業

時の安全性の向上 を図ることがで きる。

[01 04] また、本発明の第 2 の効果 と して、以下に示す効果が挙 げ られる。

[01 05] 本発明に係 るモジュール枠体は、太陽電池モジュール本体の外周領域が嵌

め込 まれる嵌め込み部 を支持する支持部 を備 え、支持部 は、第 1壁部 に沿 つ

て配置 され延長 して隣接する他のモジュール枠体 に挿入される継手部材 と、

継手部材の第 1 壁部か らの位置 を規制する規制部 とを備 える。

[01 06] したが って、本発明に係 るモジュール枠体は、隣接する他のモジュール枠

体 に対 して容易にかつ高精度 に位置決め し、かつ、確実 に連結することが可

能 となるという効果 を奏する。

[01 07] また、本発明に係 る太陽電池モジュールは、本発明に係 る複数のモジュ一

ル枠体 を備 える太陽電池モジュールであ って、複数のモジュール枠体の内少

な くとも 2 つは、相互 に連結 されて形成する連結部の平面視での内角が 9 0

度 と異なる角度である。

[01 08] したが って、本発明に係 る太陽電池モジュールは、太陽電池モジュール本

体が矩形以外の多角形 とされた場合でもモジュール枠体相互間の連結部の位

置決め精度 および機械的強度 を確保 して信頼性 を向上 させるので、設置場所

を有効 に活用することがで きるという効果 を奏する。

[01 09] また、本発明に係 る太陽電池モジュールは、複数のモジュール枠体 を備 え

、複数のモジュール枠体は、 モジュール枠体の長 さ方向 と垂直な方向での断

面形状が異なる複数種類 とされている。

[01 10] したが って、本発明に係 る太陽電池モジュールは、太陽電池モジュール本



体が矩形以外の多角形 とされた場合でもモジュール枠体相互間の連結部の位

置決め精度 および機械的強度 を確保 して信頼性 を向上 させるので、設置場所

を有効 に活用することがで きるという効果 を奏する。

[01 11] また、本発明の第 3 の効果 と して、本発明の太陽電池モジュールおよび継

手部材 によれば、 中空状の支持部 を有するモジュール枠体が損傷するのを抑

制することがで きる。

[01 12 ] また、本発明の第 4 の効果 と して、本発明の太陽電池モジュール によれば

、 モジュ一ル枠体の連結部が破損するのを抑制することがで きる。

図面の簡単な説明

[01 13 ] [ 図 1] 本発明の実施の形態 1 による太陽電池 ア レイの概略を示 した平面図であ

る。

[ 図2 ] 本発明の実施の形態 1 による太陽電池モジュールの概略を示 した平面図

である。

[ 図3 ] 図 2 の太陽電池モジユール におけるめね じ部 を有するモジュ一ル枠体 を

示 した断面図である。

[ 図4 ] 図 2 の太陽電池モジュ一ル におけるめね じ部 を有 しないモジュ一ル枠体

を示 した断面図である。

[ 図 5 ] 2 太陽電池モジュール における内角 の連結部のモジュール枠体 を示

した斜視図である。

[ 図 6 ] 図 2 の太陽電池モジュ一ル における内角 2 の連結部のモジュ一ル枠体

を示 した斜視図である。

[ 図7 ] 図 2 の太陽電池モジュ一ル における内角 3 の連結部のモジュ一ル枠体

を示 した斜視図である。

[ 図8 ] 図 2 の太陽電池モジュール における異なる厚みを有する継手部材 を示 し

た斜視図である。

[ 図 9 ] 図 8 の継手部材 を示 した正面図である。

[ 図 10 ] 図 8 の継手部材 を示 した平面図である。

[ 図 11] 図 2 の A _ A 断面図である。



[ 図12] 図 2 の B _ B 断面図である。

[ 図13] 図 2 の太陽電池モジュ一ルにおける内角 4 の連結部のモジュ一ル枠

体を示 した斜視図である。

[ 図14] 図 2 の太陽電池モジュールにおける同 じ厚みを有する継手部材を示 し

た斜視図である。

[ 図15] 図 1 4 の継手部材を示 した正面図である。

[ 図16] 図 1 4 の継手部材を示 した平面図である。

[ 図17] 図 2 のC —C 断面図である。

[ 図18] 図 2 の D _ D 断面図である。

[ 図19] 図 2 の太陽電池モジュ一ルにおける内角 5 の連結部のモジュ一ル枠

体を示 した斜視図である。

[ 図20] 図 2 の太陽電池モジュールの補助枠体を示 した底面図である。

[ 図2 1 ] 実施の形態 1 の第 1 変形例による太陽電池アレイの概略を示 した平面

図である。

[ 図22] 実施の形態 1 の第 2 変形例による太陽電池アレイの概略を示 した平面

図である。

[ 図23A] 本発明の実施の形態 2 に係る太陽電池モジュ一ルぉよびモジュ一ル枠

体の概略を平面視で見た状態として示す平面図である。

[ 図23B] 図 2 3 A の矢印 1 B _ 1 B での継手部材の断面状態を拡大 して示す拡

大断面図である。

[ 図23C] 図 2 3 A の矢印 1 C _ 1 C での継手部材の断面状態を拡大 して示す拡

大断面図である。

[ 図24A] 本発明の実施の形態 3 に係る太陽電池モジュールに適用されるモジュ

—ル枠体 （第 4 モジュール枠体）に係る変形例 1 の概略を図 2 3 B と同一の

断面状態で示す断面図である。

[ 図24B] 本発明の実施の形態 3 に係る太陽電池モジユールに適用されるモジュ

—ル枠体 （第 4 モジュール枠体）に係る変形例 2 の概略を図 2 3 B と同一の

断面状態で示す断面図である。



[ 図24C] 本発 明の実施 の形態 3 に係 る太陽電池 モジ ュール に適用 され るモジ ュ

—ル枠体 （第 4 モジ ュール枠体） に係 る変形例 3 の概 略 を図 2 3 B と同一の

断面状態 で示 す断面 図であ る。

[ 図24D] 本発 明の実施 の形態 3 に係 る太陽電池 モジ ユール に適用 され るモジ ュ

—ル枠体 （第 4 モジ ュール枠体） に係 る変形例 4 の概 略 を図 2 3 B と同一の

断面状態 で示 す断面 図であ る。

[ 図25] 内角 が直角 で連結 され る連結部 における連結状態 を説 明す る模 式的な

端面 図であ る。

[ 図26] 実施 の形態 4 の第 1 変形例 による継手部材 を示 した斜視 図であ る。

[ 図27] 実施 の形態 4 の第 2 変形例 による継手部材 を示 した斜視 図であ る。

[ 図28] 実施 の形態 4 の第 3 変形例 による継手部材 を示 した斜視 図であ る。

[ 図29] 実施 の形態 4 の第 4 変形例 による太陽電池 モジ ユール を示 した断面 図

であ る。

[ 図 30] 本発 明の実施 の形態 5 による太陽電池 モジ ュール および それ を備 える

太陽電池 ァ レィの概 略 を示 した平面 図であ る。

[ 図 3 1 ] 本発 明の実施 の形態 6 による太陽電池 モジ ュール および それ を備 える

太陽電池 ァ レィの概 略 を示 した平面 図であ る。

発明を実施するための形態

[01 14] 以 下、本発 明の実施 の形態 について図面 を参照 して説 明す る。

[01 15] < 実施 の形態 1 >

まず、 図 1 〜図 2 0 を参照 して、本発 明の実施 の形態 1 による太陽電池 ァ

レイ 5 0 0 について説 明す る。

[01 16] —太陽電池 ア レイ —

太陽電池 ア レイ 5 0 0 は、 図 1 に示 す よ うに、横桟 5 0 1 に取 り付 け られ

る複数 の太陽電池 モジ ュール 1 0 0 を備 えている。 この太陽電池 ア レイ 5 0

0 は、平面 的 に見てほぼ三角形状 に形成 されてお り、 た とえば、寄棟造 の屋

根 な どの三角形 または台形 の設置場所 に設置 され る。 なお、横桟 5 0 1 は、

横方 向 に延び るよ うに形成 され る とともに、縦方 向 （棟軒方 向） において所



定の間隔を隔てて複数設 け られている。

[01 17] 太陽電池モジュール 1 0 0 は、行列状 （マ トリクス状）に配置 されてお り

、各段の横方向 （行方向）における一方端部 に配置 される太陽電池モジ ユ ー

ル 1 0 0 a と、各段の横方向における他方端部 に配置 される太陽電池モジュ

—ル 1 0 0 b と、各段 において太陽電池モジュール 1 0 0 ぉょび 1 0 0 b

の間に配置 される太陽電池モジュール 1 0 0 c とを含んでいる。なお、太陽

電池モジュール 1 0 0 ぉょび 1 0 0 b は各段 に 1 個 ずつ設 け られ、太陽電

池モジュール 1 0 0 c は上段側 （棟側）に比べて下段側 （軒側）に多 く設 け

られている。 また、太陽電池モジュール 1 0 0 ぉょび 1 0 0 b は、本発明

の 「第 2 太陽電池モジュール」の一例であ り、太陽電池モジュール 1 0 0 c

は、本発明の 「第 1 太陽電池モジュール」の一例である。

[01 18] 太陽電池モジュール 1 0 0 a は、平面的に見て五角形状 に形成 されてお り

、 3 つの角部が直角であるとともに、 2 つの角部が鈍角である。具体的には

、太陽電池モジュール 1 0 0 a は、下側の横辺 1 0 1 a と、下側の横辺 1 0

1 a よ りも短い上側の横辺 1 0 2 a と、下側の横辺 1 0 1 a と上側の横辺 1

0 2 a とを結ぶ 内側の縦辺 1 0 3 a と、 内側の縦辺 1 0 3 a よ りも短い外側

の縦辺 1 0 4 a と、上側の横辺 1 0 3 a と外側の縦辺 1 0 4 a とを結ぶ斜辺

1 0 5 a とを含んでいる。なお、外側の縦辺 1 0 4 a は、上側の横辺 1 0 2

a よ りも短 くされている。 この太陽電池モジュール 1 0 0 a では、下側の横

辺 1 0 1 a および上側の横辺 1 0 2 a の下方 にそれぞれ横桟 5 0 が配置 さ

れている。

[01 19] 太陽電池モジュール 1 0 0 b は、太陽電池モジュール 1 0 0 a と左右対称

に形成 されている。なお、太陽電池モジュール 1 0 0 b は太陽電池モジュ一

ル 1 0 0 a とほぼ同様 に構成 されているため、太陽電池モジュール 1 0 0 b

についての説明は省略する。

[01 20] 太陽電池モジュール 1 0 0 c は、平面的に見て矩形状 に形成 されてお り、

4 つの角部が直角である。具体的には、太陽電池モジュール 1 0 0 c は、下

側の横辺 1 0 1 c と、上側の横辺 1 0 2 c と、 内側の縦辺 1 0 3 c と、外側



の縦辺 1 0 4 c とを含んでいる。 この太陽電池モジュール 1 0 0 c では、下

側の横辺 1 0 1 c および上側の横辺 1 0 2 c の下方 にそれぞれ横桟 5 0 が

配置 されている。 また、上側の横辺 1 0 2 c は、外側の縦辺 1 0 4 c は、太

陽電池モジュール 1 0 0 の内側の縦辺 1 0 3 a と同 じ長 さを有する。

[01 2 1 ] なお、図 1 の例では、太陽電池モジュール 1 0 0 c は、 1 段 目 （最下段）

に 8 個設 け られ、 2 段 目に 6 個設 け られ、 3 段 目に 4 個設 け られ、 4 段 目に

2 個設 け られ、 5 段 目 （最上段）に設 け られていない。

[01 22] また、太陽電池 ア レイ 5 0 0 では、最 も外側の太陽電池モジュール 1 0 0

a および 1 0 0 b を除 き、太陽電池モジュール 1 0 0 a および 1 0 0 b の下

側 には、太陽電池モジュール 1 0 0 c が縦方向 （列方向）において対応する

(連なる）ように配置 されている。すなわち、太陽電池モジュール 1 0 0 a

の内側の縦辺 1 0 3 a と、 その太陽電池モジュール 1 0 0 a の下側 に配置 さ

れる太陽電池モジュール 1 0 0 c の内側の縦辺 1 0 3 c とが縦方向に一直線

に並ぶ ようにされている。 このように配置することで、太陽電池 ア レイ 5 0

0 の施工現場での位置合わせ作業 を容易に し、誤 った作業 を防 ぐことが可能

となる。

[01 23] そ して、太陽電池 ア レイ 5 0 0 では、太陽電池モジュール 1 0 0 a の下側

の横辺 1 0 1 a は、太陽電池モジュール 1 0 0 c の上側の横辺 1 0 2 c よ り

も長 くなるように構成 されている。 また、太陽電池モジュール 1 0 0 a の下

側の横辺 1 0 1 a の長 さは、太陽電池モジュール 1 0 0 。の上側の横辺 1 0

2 c の長 さと、太陽電池モジュール 1 0 0 の上側の横辺 1 0 2 a の長 さと

の合計 よ りも小さ くなるように構成 されている。 このため、所定の太陽電池

モジュール 1 0 0 a の下側の横辺 1 0 1 a には、 1 段下の太陽電池モジュ一

ル 1 0 0 c の上側の横辺 1 0 2 c の全長 と、 1 段下の太陽電池モジュール 1

0 0 の上側の横辺 1 0 2 a の一部 とが隣接配置 される。すなわち、所定の

太陽電池モジュール 1 0 0 a の外側の一部分が、 1 段下の太陽電池モジュ一

ル 1 0 0 a と縦方向において重なるようにされている。つまり、所定の太陽

電池モジュール 1 0 0 a は、外側の縦辺 1 0 4 a が 1 段下の太陽電池モジュ



—ル 1 0 0 c の外側の縦辺 1 0 4 c よ りも外側 に突出するように構成 されて

いる。 また、各段の太陽電池モジュール 1 0 0 の斜辺 1 0 5 a は、傾斜 し

た 1 本の直線上 に配置 されている。

[01 24] なお、所定の太陽電池モジュール 1 0 0 a は、 た とえば、最下段の太陽電

池モジュール 1 0 0 a 以外の太陽電池モジュール 1 0 0 a ( 2 ~ 5 段 目に位

置する太陽電池モジュール 1 0 0 a ) である。

[01 25] —太陽電池モジュール —

太陽電池モジュール 1 0 0 a は、 図 2 に示すように、太陽電池モジュール

本体 1 0 と、太陽電池モジュール本体 1 0 を支持するモジュール枠体 1 2

~ 1 2 5 と、 モジュール枠体 1 2 1 ~ 1 2 5 を補強する補助枠体 1 2 6 (図

2 0 参照） と、 モジュール枠体 1 2 3 および 1 2 4 を連結するための継手部

材 1 3 1 と、 モジュール枠体 1 2 4 および 1 2 5 を連結するための継手部材

3 2 とを備 えている。

[01 26] 一太陽電池モジュール本体 一

太陽電池モジュール本体 1 0 は、平面的に見て五角形 に形成 されてお り、

複数の太陽電池セル 1 1 を有するセル領域 1 2 と、セル領域 1 2 の外周 に配

置 される外周領域 1 3 とを含んでいる。太陽電池セル 1 1 は、た とえば、平

面的に見て行列状 （マ 卜リクス状）に配置 されている。

[01 27] 太陽電池モジュール本体 1 0 では、裏面側の保護部材 と表面側の透光性基

板 との間に、太陽電池セル 1 1 が配置 されるとともに、 その太陽電池セル 1

1 を封止する封止部材が充填 されている。なお、太陽電池セル 1 1 は、 シ リ

コン系太陽電池 （た とえば、結晶系 またはア モル フ ァス系）、化合物系太陽

電池 （た とえば、 六 5 系 または〇 I S 系）、 または、有機系太陽電池 （

た とえば、色素増感型）のいずれであ ってもよい。

[01 28] —モ ジ ュール 枠体 —

モジュール枠体 1 2 1 ~ 1 2 5 は、太陽電池モジュール本体 1 0 の各辺 に

配置 され、各辺 に沿 って延びるように形成 されている。具体的には、 モジュ

—ル枠体 1 2 1 および 1 2 3 は平行 に配置 されてお り、 モジュール枠体 1 2



1 はモジュール枠体 1 2 3 よ りも長 くされている。 また、 モジュール枠体 1

2 2 および 1 2 5 は平行 に配置 されてお り、 モジュール枠体 1 2 2 はモジュ

—ル枠体 1 2 5 よ りも長 くされている。 また、 モジュール枠体 1 2 2 および

2 5 は、 モジュール枠体 1 2 と直交するように配置 され、 モジュール枠

体 1 2 4 は、 モジュール枠体 1 2 3 および 1 2 5 と交差するように配置 され

ている。

[01 29] また、 モジュール枠体 1 2 は下側の横辺 1 0 1 a (図 1 参照）に配置 さ

れ、 モジュール枠体 1 2 3 は上側の横辺 1 0 2 a (図 1 参照）に配置 される

。 モジュール枠体 1 2 2 は内側の縦辺 1 0 3 a (図 1 参照）に配置 され、 モ

ジュール枠体 1 2 5 は外側の縦辺 1 0 4 a (図 1 参照）に配置 される。 モジ

ユール枠体 1 2 4 は斜辺 1 0 5 a (図 1 参照）に配置 される。

[01 30] また、 モジュール枠体 1 2 1 ~ 1 2 5 は、 た とえば、 アル ミニウムまたは

アル ミニウム合金製であ り、押 出成形 によ り形成 されることによ りそれぞれ

同 じ断面形状 を有する。具体的には、 モジュール枠体 1 2 は、図 3 に示す

ように、太陽電池モジュール本体 1 0 の外周領域 1 3 (図 2 参照）が嵌合 さ

れる嵌合部 1 2 1 a と、嵌合部 1 2 a の下方 に配置 される中空状の支持部

1 2 1 b と、外側面 1 2 c とを含んでいる。なお、 モジュール枠体 1 2

は、図 3 の紙面 に対する垂直方向に延びるように形成 されている。

[01 3 1 ] 嵌合部 1 2 a は、側方が開放 された溝状 に形成 されてお り、太陽電池モ

ジュール本体 1 0 の表面および裏面 を挟持するように構成 されている。なお

、嵌合部 1 2 a と太陽電池モジュール本体 1 0 との間には緩衝部材 1 5 (

図 1 1 参照）が配置 されている。

[01 32] 支持部 1 2 1 b は、長方形状 に形成 されてお り、太陽電池モジュール本体

1 0 の外周領域 1 3 を支持するように構成 されている。支持部 1 2 1 b は、

内側面 1 2 1 d と、 内部 に形成 されためね じ部 1 2 e とを有する。めね じ

部 1 2 1 e は、上下方向に所定の間隔を隔てて 2 つ設 け られてお り、 内側面

d か ら外側面 1 2 c 側 に突出するように形成 されている。

[01 33] なお、 モジュール枠体 1 2 3 の断面形状 は、図 3 に示すように、 モジュ一



ル枠体 1 2 と同様であるので説明を省略する。

[01 34] また、 モジュール枠体 1 2 2 は、図 4 に示すように、太陽電池モジュール

本体 1 0 の外周領域 1 3 が嵌合 される嵌合部 1 2 2 a と、嵌合部 1 2 2 a の

下方 に配置 される中空状の支持部 1 2 2 b と、外側面 1 2 2 c とを含んでい

る。なお、 モジュール枠体 1 2 2 は、図 4 の紙面 に対する垂直方向に延びる

ように形成 されている。

[01 35] 嵌合部 1 2 2 a は、側方が開放 された溝状 に形成 されてお り、太陽電池モ

ジュール本体 1 0 の表面および裏面 を挟持するように構成 されている。なお

、嵌合部 1 2 2 a と太陽電池モジュール本体 1 0 との間には緩衝部材 1 5 (

図 1 1 参照）が配置 されている。

[01 36] 支持部 1 2 2 b は、長方形状 に形成 されてお り、太陽電池モジュール本体

1 0 の外周領域 1 3 を支持するように構成 されている。支持部 1 2 2 b は、

内側面 1 2 2 d を有 する。

[01 37] なお、 モジュール枠体 1 2 4 および 1 2 5 の断面形状 は、図 4 に示すよう

に、 モジュール枠体 1 2 2 と同様であるので説明を省略する。

[ 0 138] 一連結部 一

そ して、太陽電池モジュール 1 0 0 a では、 モジュール枠体 1 2 1 ~ 1 2

5 が各角部で連結 されている。具体的には、太陽電池モジュール 1 0 0 a で

は、図 2 に示すように、隣接するモジュール枠体 1 2 1 および 1 2 2 は連結

部 1 5 1 において内角 で連結 され、隣接するモジュール枠体 1 2 2 およ

び 1 2 3 は連結部 1 5 2 において内角 2 で連結 され、隣接するモジュール

枠体 1 2 3 および 1 2 4 は連結部 1 5 3 において内角 Θ 3 で連結 され、隣接

するモジュール枠体 1 2 4 および 1 2 5 は連結部 1 5 4 において内角 4 で

連結 され、隣接するモジュール枠体 1 2 5 および 1 2 1 は連結部 1 5 5 にお

いて内角 e 5 で連結 されている。 内角 e i 、 e 2 および e 5 は 9 0 度であ り

、 内角 e 3 および e 4 は 9 0 度 よ りも大 きくされている。

[01 39] ここで、連結部 1 5 1 、 1 5 2 、 1 5 3 および 1 5 5 は、下方 に横桟 5 0

(図 1 参照）が配置 されるのに対 し、連結部 1 5 4 は、下方 に横桟 5 0 1



が配置されていない。 このため、連結部 1 5 1 、 1 5 2 、 5 3 および 1 5

5 は、横桟 5 0 1 に固定されるが、連結部 1 5 4 は、横桟 5 0 1 に固定され

ることな く浮いた状態である。

[0140] [ 連結部 1 5 ]

連結部 1 5 1 では、図 5 に示すように、モジュール枠体 1 2 2 の一方端部

に当接面 1 2 2 e が形成 されてお り、その当接面 1 2 2 e にモジュール枠体

1 2 1 の一方端部が突 き当たるようにされている。 この当接面 1 2 2 e は、

外側面 1 2 c か ら延びるように形成 されてお り、モジュール枠体 1 2 の

—方端部の端面を塞 ぐように構成 されている。なお、当接面 1 2 2 e の長さ

はモジュール枠体 1 2 1 の幅 とほぼ同 じである。そ して、当接面 1 2 2 e に

は上下方向に所定の間隔を隔てて 2 つのね じ揷入孔 （図示省略）が形成 され

てお り、そのね じ揷入孔を介 しておね じ6 1 (図 2 参照）がモジュール枠体

1 のめね じ部 1 2 e (図 3 参照）に取 り付けられることにより、モジ

ユール枠体 1 2 1 および 1 2 2 が連結 される。

[0141 ] また、モジュール枠体 1 2 の内側面 1 2 d には、水分を排出するため

の開口部 1 2 f が形成 されている。 この開口部 1 2 1 f は、 トラック状 （

角丸長方形状）に形成 されてお り、モジュール枠体 1 2 2 の内側面 1 2 2 d

を跨 ぐように形成 されている。 このため、開口部 1 2 1 f は、支持部 1 2

b の内部 を外気に連通するとともに、支持部 1 2 b の内部 と支持部 1 2 2

b の内部 とを連通する機能を有する。なお、開口部 1 2 1 f は、支持部 1 2

b にめね じ部 1 2 e が形成 されているため、たとえば、切削加工 （ドリ

ル加工）により形成 される。

[0142] [ 連結部 1 5 2 ]

連結部 1 5 2 では、図 6 に示すように、モジュール枠体 1 2 2 の他方端部

に当接面 1 2 2 e が形成 されてお り、その当接面 1 2 2 e にモジュール枠体

1 2 3 の一方端部が突 き当たるようにされている。 この当接面 1 2 2 e は、

外側面 1 2 2 c か ら延びるように形成 されてお り、モジュール枠体 1 2 3 の

—方端部の端面を塞 ぐように構成 されている。なお、当接面 1 2 2 e の長さ



はモジュール枠体 1 2 3 の幅とほぼ同 じである。そして、当接面 1 2 2 e に

は上下方向に所定の間隔を隔てて 2 つのね じ揷入孔 （図示省略）が形成され

ており、そのね じ揷入孔を介 しておね じ6 2 (図 2 参照）がモジュール枠体

1 2 3 のめね じ部 1 2 3 e (図 3 参照）に取り付けられることにより、モジ

ユール枠体 1 2 2 および 1 2 3 が連結される。

[0143] また、モジュール枠体 1 2 3 の内側面 1 2 3 d には、水分を排出するため

の開口部 1 2 3 f が形成されている。この開口部 1 2 3 f は、 トラック状 （

角丸長方形状）に形成されており、モジュール枠体 1 2 2 の内側面 1 2 2 d

を跨 ぐように形成されている。このため、開口部 1 2 3 f は、支持部 1 2 3

b の内部を外気に連通するとともに、支持部 1 2 3 b の内部と支持部 1 2 2

b の内部とを連通する機能を有する。なお、開口部 1 2 3 f は、支持部 1 2

3 b にめね じ部 1 2 3 e が形成されているため、たとえば、切削加工により

形成される。

[0144] [ 連結部 1 5 3 ]

連結部 1 5 3 では、図 2 に示すように、内角 3 が 9 0 度よりも大きいこ

とから、モジュール枠体 1 2 3 の他方端部とモジュール枠体 1 2 4 の一方端

部とが継手部材 1 3 を用いて連結されている。ここで、モジュール枠体 1

2 3 の他方端部の端面およびモジュール枠体 1 2 4 の一方端部の端面は、平

面的に見て傾斜するように形成されており、その傾斜 した端面が互いに突き

合わされている。

[0145] 継手部材 1 3 1 は、たとえば、アルミニウムまたはアルミニウム合金製で

あり、図 8 〜図 1 0 に示すように、屈曲部 1 3 a を有する板状に形成され

ている。この継手部材 1 3 は、モジュール枠体 1 2 3 および 1 2 4 の境界

に屈曲部 1 3 a が配置されており、モジュール枠体 1 2 3 および 1 2 4 の

境界を跨 ぐように配置されている。なお、屈曲部 1 3 a の角度は、内角

3 と同 じである。

[0146] また、継手部材 1 3 は、モジュール枠体 1 2 3 の支持部 1 2 3 b の内部

に配置される第 1板部 3 と、モジュール枠体 1 2 4 の支持部 1 2 4 b の



内部に配置される第 2 板部 3 1 2 と、支持部 1 2 3 b および 1 2 4 b を連通

する連通部 3 3 とを含んでいる。第 1板部 3 および第 2 板部 3 2 は

、異なる厚みを有 しており、屈曲部 1 3 a を介 して連なるように形成され

ている。

[0147] 第 1板部 3 1 1 は、第 2 板部 3 1 2 よりも厚みが小さくされている。これ

により、第 1板部 3 1 1 は、図 1 1 に示すように、めね じ部 1 2 3 e を避け

た状態で、モジュール枠体 1 2 3 の支持部 1 2 3 b に揷入されている。具体

的には、第 1板部 3 1 は、モジュール枠体 1 2 3 の外側面 1 2 3 c とめね

じ部 1 2 3 e との間に配置されている。このため、第 1板部 3 と内側面

3 d との間に支持部 1 2 4 b と連通する空間が形成されている。なお、

第 1板部 3 の高さは、支持部 1 2 3 b の下端面および上端面の間の距離

よりも若干小さくなるように形成されている。

[0148] また、第 1板部 3 1 1 は、上下方向に所定の間隔を隔てて形成された 2 つ

のボル ト揷入孔 3 a を有する。また、モジュール枠体 1 2 3 の支持部 1

2 3 b の外側面 1 2 3 c および内側面 1 2 3 d には、ボル 卜揷入孔 3 a

と対応するように、ボル ト揷入孔 1 2 3 g (図 7 参照）が形成されている。

なお、内側面 1 2 3 d のボル 卜揷入孔 1 2 3 g は、内側面 1 2 3 d にめね じ

部 1 2 3 e が形成されているため、たとえば、切削加工により形成され、外

側面 1 2 3 c のボル 卜揷入孔 1 2 3 g は、たとえば、打ち抜き加工 （プレス

加工）により形成される。

[0149] 第 2 板部 3 1 2 は、第 1板部 3 1 1 よりも厚みが大きくされている。この

第 2 板部 3 1 2 は、図 1 2 に示すように、厚みが外側面 1 2 4 c および内側

面 1 2 4 d の間の距離よりも若干小さくなるように形成され、高さが支持部

1 2 4 b の下端面および上端面の間の距離よりも若干小さくなるように形成

されている。すなわち、第 2 板部 3 2 は、支持部 1 2 4 b に揷入された場

合に、連通部 3 3 の部分を除き、支持部 1 2 4 b をほぼ塞 ぐように形成さ

れている。

[01 50] また、第 2 板部 3 2 は、上下方向に所定の間隔を隔てて形成された 2 つ



のボル ト揷入孔 3 2 a を有する。 また、 モジュール枠体 1 2 4 の支持部 1

2 4 b の外側面 1 2 4 c および内側面 1 2 4 d には、ボル 卜揷入孔 3 a

と対応するようにボル ト揷入孔 1 2 4 e が形成 されている。 また、支持部 1

2 4 b の内側面 1 2 4 d には、ボル 卜揷入孔 1 2 4 e の間に水分 を排 出する

ための開口部 1 2 4 f が形成 されている。なお、ボル 卜揷入孔 1 2 4 e およ

び開口部 1 2 4 f (図 7 参照）は、た とえば、打ち抜 き加工 によ り形成 され

る。

[01 5 1 ] 連通部 3 1 3 は、図 8 〜図 1 0 に示すように、第 2 板部 3 2 に形成 され

てお り、ボル ト揷入孔 3 a の間に配置 された溝状部 3 1 3 a と、溝状部

3 3 a の端部 と連通する第 1 凹状部 3 3 b とを含んでいる。

[01 52] 溝状部 3 1 3 a は、横方向 （継手部材 1 3 の厚み方向および高さ方向 と

直交する方向）に延びるように形成 されてお り、第 1 板部 3 1 1 と内側面 1

2 3 d との間の空間 と、第 1 凹状部 3 1 3 b とを連通する機能 を有する。第

1 凹状部 3 1 3 b は、第 2 板部 3 2 の屈曲部 1 3 a とは反対側の端部 に

、上下方向 （高さ方向）に延びるように形成 されている。

[01 53] そ して、図 2 、 図 7 および図 1 1 に示すように、ボル ト1 4 1 がボル ト揷

入孔 3 1 1 a および 1 2 3 g に揷入された状態で、ボル 卜1 4 1 にナ ッ ト1

4 a が取 り付 け られることによ り、 モジュール枠体 1 2 3 と継手部材 1 3

1 とが締結 される。 また、図 2 、 図 7 および図 1 2 に示すように、ボル ト1

4 がボル 卜揷入孔 3 2 a および 1 2 4 e に揷入された状態で、ボル 卜1

4 2 にナ ッ ト1 4 2 a が取 り付 け られることによ り、 モジュール枠体 1 2 4

と継手部材 1 3 とが締結 される。 これによ り、連結部 1 5 3 では、継手部

材 1 3 1 を用いてモジュール枠体 1 2 3 および 1 2 4 が連結 される。 また、

連結部 1 5 3 では、連通部 3 3 によ り支持部 1 2 3 b および 1 2 4 b が連

通 されるとともに、開口部 1 2 4 f が溝状部 3 3 a と対応する位置 に配置

されている。 ここで、開口部 1 2 4 f が溝状部 3 3 a と対応する位置 に配

置 されているとは、開口部 1 2 4 f の少な くとも一部が、溝状部 3 1 3 a に

重なる位置 にあることを示 している。



[01 54] [ 連結部 1 5 4 ]

連結部 1 5 4 では、図 2 に示すように、 内角 4 が 9 0 度 よ りも大 きいこ

とか ら、 モジュール枠体 1 2 4 の他方端部 とモジュール枠体 1 2 5 の一方端

部 とが継手部材 1 3 2 を用いて連結 されている。 ここで、 モジュール枠体 1

2 4 の他方端部の端面およびモジュール枠体 1 2 5 の一方端部の端面は、平

面的に見て傾斜するように形成 されてお り、 その傾斜 した端面が互いに突 き

合わされている。

[01 55] 継手部材 1 3 2 は、た とえば、 アル ミニウムまたはアル ミニウム合金製で

あ り、図 1 4 〜図 1 6 に示すように、屈曲部 1 3 2 a を有 する板状 に形成 さ

れている。 この継手部材 1 3 2 は、 モジュール枠体 1 2 4 および 1 2 5 の境

界 に屈曲部 1 3 2 a が配置 されてお り、 モジュール枠体 1 2 4 および 1 2 5

の境界 を跨 ぐように配置 されている。なお、屈曲部 1 3 2 a の角度 は、 内角

Θ 4 と同 じである。

[01 56] また、継手部材 1 3 2 は、 モジュール枠体 1 2 4 の支持部 1 2 4 b の内部

に配置 される第 1 板部 3 と、 モジュール枠体 1 2 5 の支持部 1 2 5 b の

内部 に配置 される第 2 板部 3 2 2 と、支持部 1 2 4 b および 1 2 5 b を連通

する連通部 3 2 3 とを含んでいる。第 1 板部 3 および第 2 板部 3 2 2 は

、同 じ厚みを有 してお り、屈曲部 1 3 2 a を介 して連なるように形成 されて

いる。

[01 57] 第 1 板部 3 2 1 は、図 1 7 に示すように、厚みが外側面 1 2 4 c および内

側面 1 2 4 d の間の距離 よ りも若干小さ くなるように形成 され、高さが支持

部 1 2 4 b の下端面および上端面の間の距離 よ りも若干小さ くなるように形

成 されている。すなわち、第 1 板部 3 2 1 は、支持部 1 2 4 b に揷入された

場合 に、連通部 3 2 3 の部分 を除 き、支持部 1 2 4 b をほぼ塞 ぐように形成

されている。

[01 58] また、第 1 板部 3 は、上下方向に所定の間隔を隔てて形成 された 2 つ

のボル ト揷入孔 3 2 1 a を有 する。 また、 モジュール枠体 1 2 4 の支持部 1

2 4 b の外側面 1 2 4 c および内側面 1 2 4 d には、ボル 卜揷入孔 3 a



と対応するようにボル ト揷入孔 1 2 4 e が形成 されている。 また、支持部 1

2 4 b の内側面 1 2 4 d には、ボル 卜揷入孔 1 2 4 e の間に水分 を排 出する

ための開口部 1 2 4 f が形成 されている。なお、ボル 卜揷入孔 1 2 4 e およ

び開口部 1 2 4 f (図 1 3 参照）は、た とえば、打ち抜 き加工 によ り形成 さ

れる。

[01 59] 第 2 板部 3 2 2 は、図 1 8 に示すように、厚みが外側面 1 2 5 c および内

側面 1 2 5 d の間の距離 よ りも若干小さ くなるように形成 され、高さが支持

部 1 2 5 b の下端面および上端面の間の距離 よ りも若干小さ くなるように形

成 されている。すなわち、第 2 板部 3 2 2 は、支持部 1 2 5 b に揷入された

場合 に、連通部 3 2 3 の部分 を除 き、支持部 1 2 5 b をほぼ塞 ぐように形成

されている。

[01 60] また、第 2 板部 3 2 2 は、上下方向に所定の間隔を隔てて形成 された 2 つ

のボル ト揷入孔 3 2 2 a を有 する。 また、 モジュール枠体 1 2 5 の支持部 1

2 5 b の外側面 1 2 5 c および内側面 1 2 5 d には、ボル 卜揷入孔 3 2 2 a

と対応するようにボル ト揷入孔 1 2 5 e が形成 されている。 また、支持部 1

2 5 b の内側面 1 2 5 d には、ボル 卜揷入孔 1 2 5 e の間に水分 を排 出する

ための開口部 1 2 5 f が形成 されている。なお、ボル 卜揷入孔 1 2 5 e およ

び開口部 1 2 5 f (図 1 3 参照）は、た とえば、打ち抜 き加工 によ り形成 さ

れる。

[01 6 1 ] 連通部 3 2 3 は、図 1 4 〜図 1 6 に示すように、ボル ト揷入孔 3 2 1 a の

間に配置 されるとともに、ボル ト揷入孔 3 2 2 a の間に配置 される溝状部 3

2 3 a と、溝状部 3 2 3 a の両端部 とそれぞれ連通する一対の第 1 凹状部 3

2 3 b とを含んでいる。

[01 62] 溝状部 3 2 3 a は、横方向 （継手部材 1 3 2 の厚み方向および高さ方向 と

直交する方向）に延びるように形成 されてお り、一対の第 1 凹状部 3 2 3 b

を連通する機能 を有する。第 1 凹状部 3 2 3 b は、第 1 板部 3 2 1 および第

2 板部 3 2 2 の屈曲部 1 3 2 a とは反対側の端部 に、上下方向 （高さ方向）

に延びるように形成 されている。



[01 63] そ して、図 2 、 図 1 3 および図 1 7 に示すように、ボル ト1 4 3 がボル ト

揷入孔 3 2 1 a および 1 2 4 e に揷入された状態で、ボル 卜1 4 3 にナ ッ ト

1 4 3 a が取 り付 け られることによ り、 モジュール枠体 1 2 4 と継手部材 1

3 2 とが締結 される。 また、図 2 、 図 1 3 および図 1 8 に示すように、ボル

卜1 4 4 がボル 卜揷入孔 3 2 2 a および 1 2 5 e に揷入された状態で、ボル

卜1 4 4 にナ ッ ト1 4 4 a が取 り付 け られることによ り、 モジュール枠体 1

2 5 と継手部材 1 3 2 とが締結 される。 これによ り、連結部 1 5 4 では、継

手部材 1 3 2 を用いてモジュール枠体 1 2 4 および 1 2 5 が連結 される。 ま

た、連結部 1 5 4 では、連通部 3 2 3 によ り支持部 1 2 4 b および 1 2 5 b

が連通 されるとともに、開口部 1 2 4 f および 1 2 5 f が溝状部 3 2 3 a と

対応する位置 に配置 されている。 ここで、開口部 1 2 4 f および 1 2 5 f が

溝状部 3 2 3 a と対応する位置 に配置 されているとは、開口部 1 2 4 f およ

び 1 2 5 f の少な くとも一部が、溝状部 3 2 3 a に重なる位置 にあることを

示 している。

[01 64] [ 連結部 1 5 5 ]

連結部 1 5 5 では、図 1 9 に示すように、 モジュール枠体 1 2 5 の他方端

部 に当接面 1 2 5 g が形成 されてお り、 その当接面 1 2 5 g にモジュール枠

体 1 2 1 の他方端部が突 き当たるようにされている。 この当接面 1 2 5 g は

、外側面 1 2 5 c か ら延びるように形成 されてお り、 モジュール枠体 1 2 1

の他方端部の端面 を塞 ぐように構成 されている。なお、 当接面 1 2 5 g の長

さはモジュール枠体 1 2 の幅 とほぼ同 じである。 そ して、 当接面 1 2 5 g

には上下方向に所定の間隔を隔てて 2 つのね じ揷入孔 （図示省略）が形成 さ

れてお り、 そのね じ揷入孔 を介 しておね じ6 3 (図 2 参照）がモジュール枠

体 1 2 1 のめね じ部 1 2 e (図 3 参照）に取 り付 け られることによ り、 モ

ジュール枠体 1 2 5 および 1 2 が連結 される。

[01 65] また、 モジュール枠体 1 2 の内側面 1 2 d には、水分 を排 出するため

の開口部 1 2 f が形成 されている。 この開口部 1 2 1 f は、 トラック状 （

角丸長方形状）に形成 されてお り、 モジュール枠体 1 2 5 の内側面 1 2 5 d



を跨 ぐように形成 されている。 このため、開口部 1 2 1 f は、支持部 1 2

b の内部 を外気に連通するとともに、支持部 1 2 b の内部 と支持部 1 2 5

b の内部 とを連通する機能 を有する。なお、開口部 1 2 1 f は、支持部 1 2

b にめね じ部 1 2 e が形成 されているため、た とえば、切削加工 によ り

形成 される。

[01 66] 尚、連結部 1 5 3 および 1 5 4 で使用される継手部材 1 3 1 および 1 3 2

は、図 1 に示す太陽電池モジュール 1 0 0 a に使用される場合 と、太陽電池

モジュール 1 0 0 b に使用される場合 とで左右対称の形状 を有 しているが、

完全 に同 じ構造ではない。 ここでは、太陽電池モジュール 1 0 0 a に使用さ

れる継手部材 1 3 1 および 1 3 2 を継手部材 1 3 1 a および 1 3 2 a と し、

太陽電池モジュール 1 0 0 b に使用される継手部材 1 3 1 および 1 3 2 を継

手部材 1 3 b および 1 3 2 b とする。

[01 67] まず、継手部材 1 3 a と継手部材 1 3 b とが異なる構造 となる理 由を

説明する。継手部材 1 3 1 a ， 1 3 1 b は、端面 と 1 つのボル ト揷入孔 3

2 a までの距離 L 1 と、 もう一つのボル ト揷入孔 3 1 2 a までの距離 L 2 が

異なる （図 9 参照）。 ここで、距離 L 1 と距離 L 2 とが等 しい長 さであれば

、継手部材 1 3 a と継手部材 1 3 b とは同 じ構造 となるが、距離が異な

るため同 じ構造 とはな らない。

[01 68] 距離 L と距離 L 2 とが異なる理 由は以下の通 りである。ボル 卜揷入孔が

1 つの場合、継手部材 と枠体 との間で回転方向のズ レが生 じやす くなる。つ

まり、枠体の接合が緩みやす くなる。ボル ト揷入孔 を 2 つ とすれば、 1 つの

場合 と比べて回転方向のズ レは生 じに くくなる。 さ らに、 2 つのボル ト揷入

孔の間の距離 を大 きくすることで、 よ り回転の力を抑 えることが可能 となる

。 このように、 2 つのボル ト揷入孔の間の距離 を離 してい くことが望 ま しい

が、ボル ト揷入孔の配置は枠対の構造 による制約 も受ける。具体的には、枠

体の突起物 にボル トまたはナ ッ トが当た らないように、図 1 1 に示す隙間 L

3 および L 4 を設 ける必要がある。 この制約 によ り、継手部材中の距離 L 1

と距離 L 2 とが異なるもの となる。



[01 69] また、継手部材 1 3 2 a と継手部材 1 3 2 b においても、端面 と 1 つのボ

ル 卜揷入孔 3 2 2 a までの距離 L 5 と、 もう一つのボル 卜揷入孔 3 2 2 a ま

での距離 L 6 が異なる （図 1 5 参照）。 この基本的な考 えは、継手部材 1 3

a と継手部材 1 3 b との関係 と同 じである。但 し、ボル ト又はナ ツ 卜が

当た らないようにする必要がある箇所は 1 箇所であるので （図 1 7 ，図 1 8

における隙間 L 7 ) 、距離 L 5 と距離 L 6 とを同 じ長 さとすることも可能で

あるが、異なる長 さになる設計 と している。 これは、ボル ト揷入孔 を開ける

プ レス機 の加工部 を共通化することで、製造 コス 卜ダウンを図るためである

[01 70] また、距離 L 1 と距離 L 2 との差 は、視認では区別 しがたい レベル （約 1

m m程度の差）であ り、継手部材 1 3 a と継手部材 1 3 1 b とは、取 り違

いを起 こ しゃすい。同様 に、継手部材 1 3 2 a と継手部材 1 3 2 b とは、取

り違いを起 こ しやすい。 さ らに、取 り違えて しまった場合 に、強弓Iにボル ト

で止めて しまうことも起 こり得 る。継手部材 を取 り違えて止めて しまった場

合 には、枠体 に余分な負荷がかか り、破損の原因 となる可能性がある。

[01 7 1 ] このような継手部材の取 り違えをな くすためには、継手部材 1 3 1 a と継

手部材 1 3 1 b とに、 それぞれ異なる識別マークを付 けることが望 ま しい。

同様 に、継手部材 1 3 2 a と継手部材 1 3 2 b とに、 それぞれ異なる識別マ

—クを付 けることが望 ま しい。例 えば、図 9 および図 1 5 に示すように、右

側のコーナ一モジュールである太陽電池モジュール 1 0 0 a に使用される継

手部材 1 3 a および 1 3 2 a には、 R のマークを付 けると良い。 この場合

、左側のコーナ一モジュールである太陽電池モジュール 1 O O b に使用され

る継手部材 1 3 1 b および 1 3 2 b には、 L のマークを付 けると良い。 これ

によ り、枠体の組立作業時に、 それぞれのコーナ一モジュール に取 り付 ける

継手部材 を間違えることが無 くなる。

[01 72] 継手部材 1 3 1 ， 1 3 2 は、通常、 ダイキャス 卜で作成 される。 この場合

、予め型取 りしてお くことで、識別マーク付 きの継手部材 を作成することが

で きる。 また、押 出 し材で継手部材 を作成する場合 には、 プ レスによる変形



で識別マークを付 ける方法 も考 え られる。

[01 73] また、継手部材 1 3 1 a と継手部材 1 3 2 a とは明 らかに異なる形状であ

るため、取 り付 け箇所 を間違える可能性 は低 く （も し間違えた と しても、継

手部材が枠体 に嵌 まらない）、上述 したように、何れも同 じR のマ一クとす

ることがで きる。同様 に、継手部材 1 3 b と継手部材 1 3 2 b とは、何れ

も同 じL のマークとすることがで きる。 しか しなが ら、継手部材 1 3 a ,

3 a , 1 3 1 b ， 1 3 2 b の全てに、 それぞれ異なる識別マークを付 け

るように しても良い。 これによ り、継手部材の取 り付 け箇所 を間違える可能

性がよ り低 くなる。

[ 0 174] 一補助枠体 一

補助枠体 1 2 6 は、図 2 0 に示すように、 モジュール枠体 1 2 1 および 1

2 4 の間に架 け られている。 この補助枠体 1 2 6 は、た とえば、 アル ミニゥ

厶またはアル ミニウム合金製であ り、太陽電池モジュール本体 1 0 の下方 に

、 モジュール枠体 1 2 2 および 1 2 5 と平行 に配置 されている。 この補助枠

体 1 2 6 は、一方端部がモジュール枠体 1 2 に連結 され、他方端部がモジ

ユール枠体 1 2 4 に連結 されている。 モジュール枠体 1 2 4 と補助枠体 1 2

6 とは、 モジュール枠体 1 2 4 の長 さ方向における中央部近傍で連結 されて

いる。

[01 75] なお、 モジュール枠体 1 2 と補助枠体 1 2 6 との連結 は、た とえば、ね

じな どの締結部材 （図示省略）を用いて行われる。 また、 モジュール枠体 1

2 4 と補助枠体 1 2 6 との連結 についても同様である。 また、図 2 0 は補助

枠体 1 2 6 を説明するための図であ り、太陽電池モジュール 1 0 0 a の各辺

の比は図 2 0 に示すものに限定されない。

[ 0 176] —効果 —

本実施の形態 1 では、上記のように、各段の横方向における端部 に配置 さ

れる太陽電池モジュール 1 0 0 a を五角形 に形成するとともに、 その太陽電

池モジュール 1 0 0 a の 3 つの角部が直角であ り、 2 つの角部が鈍角である

ことによって、太陽電池モジュール 1 0 0 a が鋭角の角部 を有 していないこ



とによ り、設置作業時に作業員がけがをするのを抑制することがで きるので

、安全性の向上 を図ることがで きる。

[01 77] また、本実施の形態 1 では、太陽電池モジュール 1 0 0 を横桟 5 0 に取

り付 けることによって、太陽電池モジュール 1 0 0 の下側の横辺 1 0 1 a

を太陽電池モジユール 1 0 0 c の上側の横辺 1 0 2 c よ りも長 くすることが

で きる。 これによ り、太陽電池モジュール 1 0 0 a の下側の横辺 1 0 1 a と

太陽電池モジュール 1 0 0 c の上側の横辺 1 0 2 c とが同 じ長 さである場合

に比べて、受光面積の向上 を図ることがで きる。なお、太陽電池モジュール

1 0 0 a の下側の横辺 1 0 1 a を太陽電池モジュール 1 0 0 c の上側の横辺

1 0 2 c よ りも長 くしても、太陽電池モジュール 1 0 0 a の連結部 1 5 5 を

横桟 5 0 に固定することがで きる。

[01 78] また、本実施の形態 1 では、各段の太陽電池モジュール 1 0 0 a の斜辺 1

0 5 a を直線上 に配置するとともに、外側の縦辺 1 0 4 a を上側の横辺 1 0

2 a よ りも短 くすることによって、所定の太陽電池モジュール 1 0 0 a の斜

辺 1 0 5 a と 1 段下の太陽電池モジュール 1 0 0 a の斜辺 1 0 5 a との間の

距離 を短 くすることがで きるので、太陽電池 ア レイ 5 0 0 の美観の向上 を図

ることがで きる。

[01 79] また、本実施の形態 1 では、太陽電池モジュール 1 0 0 a の下側 に太陽電

池モジュール 1 0 0 c を縦方向において連なるように配置することによって

、太陽電池モジュール 1 0 0 c が千鳥格子状 に配置 される場合 に比べて、各

段の太陽電池モジュール 1 0 0 c の横方向における位置合わせを行いやすい

ので、太陽電池モジュール 1 0 0 c の設置作業 を行いやす くすることがで き

る。

[01 80] —他 の実施の形態 —

なお、今回開示 した実施の形態は、すべての点で例示であ って、限定的な

解釈の根拠 となるものではない。 したが って、本発明の技術的範囲は、上記

した実施の形態のみによって解釈 されるものではな く、特許請求の範囲の記

載 に基づいて画定される。 また、本発明の技術的範囲には、特許請求の範囲



と均等の意味および範囲内でのすべての変更が含 まれる。

[01 8 1 ] た とえば、本実施の形態 1 において、図 2 に示す第 1 変形例のように、

太陽電池 ア レイ 6 0 0 がダミー ピース 6 0 を備 えていてもよい。 ダミー ピ

—ス 6 0 1 は、平面的に見て三角形状 に形成 されてお り、所定の太陽電池モ

ジュール 1 0 0 a と 1 段下の太陽電池モジュール 1 0 0 a とに隣接配置 され

ている。具体的には、 ダミー ピース 6 0 1 は、所定の太陽電池モジュール 1

0 0 a の外側の縦辺 1 0 4 a の外側 に配置 されるとともに、 1 段下の太陽電

池モジュール 1 0 0 a の上側の横辺 1 0 2 a の上側 に配置 されてお り、所定

の太陽電池モジュール 1 0 0 a の斜辺 1 0 5 a と 1 段下の太陽電池モジュ一

ル 1 0 0 a の斜辺 1 0 5 a とを結ぶ ように形成 されている。 このように、 ダ

ミ一 ピース 6 0 を設 けた場合 には、太陽電池 ア レイ 6 0 0 の外側 （外縁）

を斜めの直線 にすることがで きるので、美観の向上 を図ることがで きる。な

お、 ダミー ピース 6 0 1 は、本発明の 「化粧部材」の一例である。

[01 82] また、本実施の形態 1 では、各段の端部 に太陽電池モジュール 1 0 0 a お

よび 1 0 0 b が配置 される例 を示 したが、 これに限 らず、図 2 2 に示す第 2

変形例のように、太陽電池 ア レイ 7 0 0 の下段側 に太陽電池モジュール 1 0

O a および 1 0 0 b が設 け られていな くてもよい。すなわち、上段側 に比べ

て強度が要求される下段側 を矩形状の太陽電池モジュール 1 0 0 c および 1

0 0 d のみで構成するように してもよい。た とえば、半切妻の屋根 に、太陽

電池 ア レイを設置する場合、屋根全体 を有効 に利用することが可能 となる。

この第 2 変形例では、 1 段 目および 2 段 目の両端部 に、太陽電池モジュール

1 0 0 c よ りも横方向における長 さが大 きい矩形状の太陽電池モジュール 1

0 0 d が配置 されている。なお、太陽電池モジュール 1 0 0 d は、本発明の

「第 1 太陽電池モジュール」の一例である。

[01 83] また、本実施の形態 1 では、太陽電池 ア レイ 5 0 0 が 5 段 である例 を示 し

たが、 これに限 らず、太陽電池 ア レイが何段であ ってもよい。

[01 84] また、本実施の形態 1 では、太陽電池 ア レイ 5 0 0 の最上段 に矩形状の太

陽電池モジュール 1 0 0 c が設 け られていない例 を示 したが、 これに限 らず



、太陽電池 ア レイの最上段 に矩形状の太陽電池モジュールが設 け られていて

もよい。

[01 85] また、本実施の形態 1 では、水分 を排 出するための開口部 1 2 1 f 、 1 2

3 f 、 4 f および 1 2 5 f が形成 されていな くてもよい。

[01 86] また、本実施の形態 1 では、継手部材 1 3 1 ( 3 2 ) に連通部 3 3 (

3 2 3 ) が形成 されていな くてもよい。

[01 87] また、本実施の形態 1 では、支持部 1 2 3 b の外側面 1 2 3 c のみ にボル

卜揷入孔 1 2 3 g を形成 し、外側面 1 2 3 c 側 か らモジュール枠体 1 2 3 と

継手部材 1 3 とをね じ止めするように してもよい。なお、 モジュール枠体

2 4 および 1 2 5 についても同様である。

[01 88] また、本実施の形態 1 の連結部 1 5 4 において、ボル ト1 4 3 ( 1 4 4 )

が揷入されるボル 卜揷入孔 3 a および 1 2 4 e ( 3 2 2 a および 1 2 5

e ) にね じ山が形成 され、ボル ト1 4 3 ( 1 4 4 ) とボル ト揷入孔 3 2 1 a

および 1 2 4 e ( 3 2 2 a および 1 2 5 e ) とが螺合するように してもよい

。 また、ボル 卜揷入孔 3 a および 1 2 4 e ( 3 2 2 a および 1 2 5 e )

にね じ山が形成 されてお らず、ボル ト1 4 3 ( 1 4 4 ) とボル ト揷入孔 3 2

a および 1 2 4 e ( 3 2 2 a および 1 2 5 e ) とが螺合 していな くてもよ

し、。なお、連結部 1 5 3 についても同様である。

[01 89] < 実施 の形態 2 >

図 2 3 A ない し図 2 3 C を参照 して、本実施の形態 2 に係 る太陽電池モジ

ユール 1 およびモジュール枠体 2 0 について説明する。

[01 90] 図 2 3 A は、本発明の実施の形態 2 に係 る太陽電池モジュール 1 およびモ

ジュール枠体 2 0 の概略を平面視で見た状態 と して示す平面図である。

[01 9 1 ] 本実施の形態 2 に係 る太陽電池モジュール 1 は、太陽電池セル 1 1 が配置

されたセル領域 1 2 およびセル領域 1 2 の外周 に配置 された外周領域 1 3 を

備 える太陽電池モジュール本体 1 0 と、太陽電池モジュール本体 1 0 の外周

領域 1 3 が嵌め込 まれた複数のモジュール枠体 2 0 (本実施の形態では、第

1 モジュール枠体 2 0 a 、第 2 モジュール枠体 2 0 b 、第 3 モジュール枠体



2 0 c 、第 4 モジュール枠体 2 0 d 、第 5 モジュール枠体 2 0 e の 5 個） と

を備 える。

[01 92] なお、以下では、第 1 モジュール枠体 2 0 a 、第 2 モジュール枠体 2 O b

、第 3 モジュール枠体 2 0 c 、第 4 モジュール枠体 2 0 d 、第 5 モジュール

枠体 2 0 e を相互 に区別する必要が無い場合、あるいは全体 を表現するとき

は、単 にモジュール枠体 2 0 とすることがある。

[01 93] 太陽電池モジュール本体 1 0 は、 モジュール枠体 2 0 によって外周領域 1

3 を支持 され保護 されることか ら位置決め精度 および機械的強度 を確保で き

る。なお、太陽電池モジュール本体 1 0 は、受光面側 に配置 される透光性基

板、太陽電池セル 1 1 、太陽電池セル 1 1 を封止する封止部、裏面 を保護す

る裏面保護部材が積層 されている。透光性基板 と しては一般 にガラス基板が

採用され、封止部 と しては、例 えば E V A (エチ レン ' ビニル ' アセテー ト

) が採用され、裏面保護部材 と しては、例 えば封止シ一 卜 （P E T / A I /

P E T ( P E T ：ポ リエチ レン テ レフタ レ一 卜））が採用される。

[01 94] 本実施の形態 2 では、太陽電池モジュール本体 1 0 が、 5 角形 とされてい

ることか ら、太陽電池モジュール本体 1 0 に合わせてモジュール枠体 2 0 も

5 角形 とされている。つまり、 モジュール枠体 2 0 は、第 1 モジュール枠体

2 0 a 、第 2 モジュール枠体 2 0 b 、第 3 モジュール枠体 2 0 c 、第 4 モジ

ュ一ル枠体 2 0 d 、第 5 モジュール枠体 2 0 e を相互 に組み合わせて （相互

に連結 して） 5 角形 とされている。

[01 95] なお、太陽電池モジュール 1 の平面視での形状が 5 角形 とされた理 由は、

設置場所 （例 えば建物の屋上あるいは屋根）の状況 に合わせるためである。

つまり、太陽電池モジュール 1 の平面形状 は、一般的な矩形か ら、例 えば三

角形、 5 角形な どとすることがで きる。本実施の形態 2 に係 るモジュ一ル枠

体 2 0 は、矩形以外の多角形 とされた太陽電池モジュール 1 に適用される。

設置場所の状況 に応 じた多角形 とすることによって、設置場所 を有効 に活用

して発電電力を最大化することがで きる。

[01 96] 本実施の形態 2 に係 る太陽電池モジュール 1 では、太陽電池モジュール本



体 1 0 は、平面視で 5 角形以上の多角形であることが好ま しい。 したがって

、太陽電池モジュール 1 は、四角形 を越える多角形 とされた太陽電池モジュ

—ル本体 1 0 に対 して適用することができ、連結部 4 0 の信頼性 を確保する

ことができる。

[01 97] また、モジュール枠体 2 0 は、押出加工 （押出成形）によって形成 される

。 したがって、長さ方向 （つまり、平面視で多角形 とされた太陽電池モジュ

—ル本体 1 0 が有する各辺の方向）で同一の断面を持 った状態 とされる。 ま

た、長さ方向に垂直な断面での形状 を容易にかつ高精度 に設定できる。

[01 98] モジュール枠体 2 0 は、 アル ミニウム、あるいはアル ミニウム合金で構成

することが好ま しい。 どのような材料 とするかは、強度 と軽 さとのバランス

を考慮 して適宜選定される。

[01 99] 太陽電池モジュール 1 では、第 1 モジュール枠体 2 0 a と第 2 モジュール

枠体 2 0 b は、連結部 4 1 を介 して内角 1 (例 えば 9 0 度）で連結 され、

第 2 モジュール枠体 2 0 b と第 3 モジュール枠体 2 0 c は、連結部 4 2 を介

して内角 2 (例 えば 9 0 度）で連結 され第 3 モジュール枠体 2 0 c と第 4

モジュール枠体 2 0 d は、連結部 4 3 を介 して内角 3 (例 えば 1 3 0 . 8

度）で連結 され、第 4 モジュール枠体 2 0 d と第 5 モジュール枠体 2 0 e は

、連結部 4 4 を介 して内角 4 (例 えば 1 3 9 . 2 度）で連結 され第 5 モジ

ユール枠体 2 0 e と第 1 モジュール枠体 2 0 a は、連結部 4 5 を介 して内角

Θ 5 (例 えば 9 0 度）で連結 されている。

[0200] 太陽電池モジュール本体 1 0 は、 5 角形 とされ、内角 1 、内角 2 、内

角 5 の 3 箇所が直角であ り、内角 3 、内角 4 の 2 箇所が 9 0 度 と異な

る角度 とされている。

[0201 ] なお、以下では、連結部 4 1 、連結部 4 2 、連結部 4 3 、連結部 4 4 、連

結部 4 5 を相互に区別する必要が無い場合は、単に連結部 4 0 とすることが

ある。

[0202] また、連結部 4 1 において、第 1 モジュール枠体 2 0 a と第 2 モジュール

枠体 2 O b は、締結部材 5 によって締結 （連結）され、連結部 4 2 におい



て、第 2 モジュール枠体 2 0 b と第 3 モジュール枠体 2 0 c は、締結部材 5

2 によって締結 （連結）され、連結部 4 3 において、第 3 モジュール枠体 2

0 c と第4 モジュ一ル枠体 2 0 d は、継手部材 3 1 を介 して締結部材 3 3 a

および締結部材 3 3 b によって締結 （連結）され、連結部 4 4 において、第

4 モジュ一ル枠体 2 0 d と第 5 モジュ一ル枠体 2 0 e は、継手部材 3 2 を介

して締結部材 3 3 c および締結部材 3 3 d によって締結 （連結）され、連結

部 4 5 において、第 5 モジュール枠体 2 0 e と第 1 モジュール枠体 2 0 a は

、締結部材 5 3 によって締結 （連結）されている。

[0203] なお、以下では、継手部材 3 1、継手部材 3 2 を相互に区別する必要が無

い場合は、単に継手部材 3 0 とすることがある。また、締結部材 3 3 a 、締

結部材 3 3 b 、締結部材 3 3 c 、締結部材 3 3 d を相互に区別する必要が無

い場合は、単に締結部材 3 3 とすることがある。また、締結部材 5 1、締結

部材 5 2 、締結部材 5 3 を相互に区別する必要が無い場合は、単に締結部材

5 0 とすることがある。

[0204] 連結部 4 、連結部 4 2 、連結部 4 5 は、内角 1、内角 2 、内角 5

が直角であることから、具体的には次の連結構造を採ることができる。

[0205] 連結部 4 1 では、第 2 モジュ一ル枠体 2 0 b の第 1壁部 2 6 (図 2 5 参照

) が第 2 モジュール枠体 2 0 b から突出して第 1 モジュール枠体 2 0 a の端

面に当接され、締結部材 5 1 (例えばビス）が第 1 モジュール枠体 2 0 a の

第 2 壁部 2 8 (図 2 5 参照）に形成されためね じ部 2 9 (図 2 5 参照）に嵌

め込まれてね じ止めされる。ね じ止め構造とすることによって、構成部品を

容易に分解、再利用することが可能となる。

[0206] なお、第 1壁部 2 6 は、第 2 壁部 2 8 に対する相対的な位置が外側になる

ことから外壁でもあり、また、第 2 壁部 2 8 は、第 1壁部 2 6 に対する相対

的な位置が内側になることから内壁でもある。つまり、上端部 2 4 、下端部

2 5 、および第 1壁部 2 6 に第 2 壁部 2 8 が一体に連結 して配置されること

から、支持部 2 3 は、矩形状の中空構造を形成する。

[0207] なお、連結部 4 での第 1 モジュール枠体 2 0 a の端面は、第 1 モジュ一



ル枠体 2 0 a の長 さ方向に対 して直交 させて形成 されていることか ら、 直角

での締結 が高精度 になされ る。 また、第 2 モジュール枠体 2 0 b の第 1 壁部

2 6 は、高精度 な平面 とされ る。

[0208] 連結部 4 2 では、第 2 モジュ一ル枠体 2 0 b の第 1 壁部 2 6 (図 2 5 参照

) が第 2 モジュール枠体 2 0 b か ら突出 して第 3 モジュール枠体 2 0 c の端

面 に当接 され、締結部材 5 2 (例 えば ビス）が第 3 モジュール枠体 2 0 c の

第 2 壁部 2 8 (図 2 5 参照） に形成 されためね じ部 2 9 (図 2 5 参照） に嵌

め込 まれてね じ止め され る。

[0209] なお、連結部 4 2 での第 3 モジュール枠体 2 0 c の端面 は、第 3 モジュ一

ル枠体 2 0 c の長 さ方向に対 して直交 させて形成 されていることか ら、 直角

での締結 が高精度 になされ る。 また、第 2 モジュール枠体 2 0 b の第 1 壁部

2 6 は、高精度 な平面 とされ る。

[021 0] 連結部 4 5 では、第 5 モジュール枠体 2 0 e の第 1 壁部 2 6 (図 2 3 B 参

照）が第 5 モジュール枠体 2 0 e か ら突出 して第 1 モジュール枠体 2 0 a の

端面 に当接 され、締結部材 5 3 (例 えば ビス）が第 1 モジュール枠体 2 0 a

の第 2 壁部 2 8 (図 2 5 参照） に形成 されためね じ部 2 9 (図 2 5 参照） に

嵌め込 まれてね じ止め され る。

[021 1 なお、連結部 4 5 での第 1 モジュール枠体 2 0 a の端面 は、第 1 モジュ一

ル枠体 2 0 a の長 さ方向に対 して直交 させて形成 されていることか ら、 直角

での締結 が高精度 になされ る。 また、第 5 モジュール枠体 2 0 e の第 1 壁部

2 6 は、高精度 な平面 とされ る。

[021 2] 連結部 4 1 、連結部 4 2 、連結部 4 5 に対 して、連結部 4 3 、連結部 4 4

は、 内角 3 、 内角 4 が直角 と異 なる角度 であることか ら、継手部材 3 0

が適用 され、連結部 4 1 、連結部 4 2 、連結部 4 5 と異 なる連結構造 を採 る

。具体的には次の とお りである。

[021 3] 連結部 4 3 では、第 3 モジュール枠体 2 0 c の端面 および第 4 モジュール

枠体 2 0 d の端面 は、 内角 3 ( 9 0 度 と異 なる例 えば 1 3 0 . 8 度 ） を構

成 するように形成 され、相互 に突 き合わ されて継手部材 3 で連結 されてい



る。 したが って、継手部材 3 1 (継手部材 3 0 ) は、 1 枚 の板材で形成 され

ている。

[0214] 第 3 モジュール枠体 2 0 c は、連結部 4 2 で締結部材 5 2 が適用 され る。

したが って、第 3 モジュール枠体 2 0 c は、締結部材 5 2 がね じ止め された

めね じ部 2 9 を有 する。 また、めね じ部 2 9 は、第 3 モジュール枠体 2 0 c

の全長 に渡 って形成 されていることか ら、連結部 4 3 での第 3 モジュール枠

体 2 0 c の端面 は、めね じ部 2 9 を有 する状態 となる （図 2 3 C 参照）。

[021 5] また、第 4 モジュール枠体 2 0 d は、連結部 4 3 が形成 する内角 3 およ

び連結部 4 3 の反対側 にある連結部 4 4 が形成 する内角 4 が直角 とは異 な

る。 したが って、第 4 モジュール枠体 2 0 d では、 内角 を直角 とされた連結

部 4 0 で適用 され るめね じ部 2 9 が不要 とな り、めね じ部 2 9 を持つ必要が

無 いので、連結部 4 3 での第 4 モジュール枠体 2 0 d の端面 は、めね じ部 2

9 を有 しない状態 とされ る （図 2 3 B 参照）。

[021 6] したが って、連結部 4 3 における第 3 モジュール枠体 2 0 c では、第 1 壁

部 2 6 とめね じ部 2 9 との間に形成 された空間 （図 2 3 C 参照） に、継手部

材 3 が揷入 され、連結部 4 3 における第 4 モジュ一ル枠体 2 0 d では、第

1 壁部 2 6 の内側 に形成 された空間 （図 2 3 B 参照） に継手部材 3 が挿入

され る。

[021 7] な お、 モジュール枠体 2 0 (第 4 モジュール枠体 2 0 d ) で は、継手部材

3 の位置決め を精度 良 く施 すため に第 1 壁部 2 6 か らの継手部材 3 の位

置 を規制 する規制部 2 7 a (図 2 3 B 参照）が下端部 2 5 に配置 されている

。規制部 2 7 a (以 下では、単 に規制部 2 7 とすることがある。）は、例 え

ば下端部 2 5 に対 して突起 と して形成 され、 また、押 出加工 によって形成 さ

れ るか ら、 モジュール枠体 2 0 の長 さ方向に延長 して形成 され る。

[021 8] つ ま り、連結部 4 3 における第 4 モジュール枠体 2 0 d では、第 1 壁部 2

6 と規制部 2 7 a との間に継手部材 3 が配置 され ることか ら、継手部材 3

1 を第 1 壁部 2 6 に沿わせて高精度 に位置決めで きるので、連結部 4 3 の第

3 モジュール枠体 2 0 c の側 と同様 の精度 での位置決めが可能 となる。



[021 9] なお、第 4 モジュール枠体 2 0 d は、押出加工によって成形 されることか

ら、めね じ部 2 9 を有 しない状態は、第 4 モジュール枠体 2 0 d の全体に渡

つて形成 され、連結部 4 4 でも同様な状態 とされる。

[0220] 上述 したとお り、連結部 4 3 において、継手部材 3 1 は、第 3 モジュール

枠体 2 0 c および第 4 モジュール枠体 2 0 d の両方に同様 に延長 して配置さ

れ、同様 に位置決めされる。 また、継手部材 3 1 は、第 3 モジュール枠体 2

0 c に対 して締結部材 3 3 b で締結 され、第 4 モジュール枠体 2 0 d にたい

して締結部材 3 3 a で締結 される。

[0221 ] つまり、内角 3 で屈曲 した平板状の継手部材 3 1 は、連結部 4 3 を構成

する第 3 モジュール枠体 2 0 c に対 して締結部材 3 3 b を介 して締結 され、

連結部 4 3 を構成する第 4 モジュール枠体 2 0 d に対 して締結部材 3 3 a を

介 して締結 される。 したがって、連結部 4 3 は、継手部材 3 1 の強度がその

まま有効 に作用することか ら、継手部材 3 1 と同様な強度 を確保 し、第 3 モ

ジュール枠体 2 0 c と第 4 モジュール枠体 2 0 d を高精度 に締結する （図 2

3 B 、図 2 3 C 参照）。

[0222] 連結部 4 4 では、第 4 モジュール枠体 2 0 d の端面 と第 5 モジュール枠体

2 0 e の端面 とが内角 4 ( 9 0 度 と異なる例えば 1 3 9 . 2 度）を構成す

るように形成 され、相互に突 き合わされて継手部材 3 2 で連結 されている。

[0223] また、連結部 4 5 では、第 5 モジュール枠体 2 0 e の第 1 壁部 2 6 が第 5

モジュール枠体 2 0 e か ら突出 して第 1 モジュール枠体 2 0 a が有するめね

じ部 2 9 に連結 されているか ら、第 5 モジュール枠体 2 0 e は、めね じ部 2

9 を有する必要が無い。

[0224] したがって、連結部 4 4 での第 5 モジュール枠体 2 0 e の端面は、連結部

4 4 での第 4 モジュール枠体 2 0 d の端面 と同様 にめね じ部 2 9 を有 しない

状態 とされる （図 2 3 B 参照）。

[0225] したがって、連結部 4 4 では、第 4 モジュール枠体 2 0 d および第 5 モジ

ユール枠体 2 0 e のいずれにおいても第 1 壁部 2 6 と規制部 2 7 a との間で

規定された空間に継手部材 3 2 が揷入される。つまり、継手部材 3 2 は、第



4 モジュ一ル枠体 2 0 d に対 して締結部材 3 3 c で締結され、第 5 モジュ一

ル枠体 2 0 e にたいして締結部材 3 3 d で締結される。つまり、連結部 4 4

での締結状態は、連結部 4 3 で適用された締結部材 3 3 a の締結状態 （図 2

3 B参照）と同様な状態とされる。

[0226] 内角 4 で屈曲 した平板状の継手部材 3 2 は、連結部 4 4 を構成する第4

モジュール枠体 2 0 d に対 して締結部材 3 3 c を介 して締結され、連結部 4

4 を構成する第 5 モジュール枠体 2 0 e に対 して締結部材 3 3 d を介 して締

結される。 したがって、連結部 4 4 は、継手部材 3 2 の強度が有効に作用す

ることから、継手部材 3 2 と同様な強度を確保 し、第4 モジュール枠体 2 0

d と第 5 モジュール枠体 2 0 e を高精度に締結する （図 2 3 B参照）。

[0227] 図 2 3 B は、図 2 3 A の矢印 1 B — 1 B での継手部材 3 の断面状態を拡

大 して示す拡大断面図である。

[0228] 図 2 3 B は、第4 モジュール枠体 2 0 d (モジュール枠体 2 0 ) の連結部

4 3 (連結部 4 0 ) での連結状態を示す。なお、第4 モジュール枠体 2 0 d

の連結部 4 4 での連結状態、第 5 モジュール枠体 2 0 e の連結部 4 4 での連

結状態も同様となる。

[0229] 本実施の形態 2 に係るモジュール枠体 2 0 は、太陽電池セル 1 1 が配置さ

れたセル領域 1 2 と、セル領域 1 2 の外周に配置された外周領域 1 3 とを備

える太陽電池モジュール本体 1 0 を保持するモジュール枠体 2 0 (第 4 モジ

ユール枠体 2 0 d ) である。

[0230] また、モジュール枠体 2 0 は、外周領域 1 3 が嵌め込まれる嵌め込み部 2

1 と、嵌め込み部 2 を支持する支持部 2 3 とを備え、支持部 2 3 は、嵌め

込み部 2 の底部 2 b と結合する上端部 2 4 と、太陽電池モジュール本体

0 と交差する方向 （太陽電池モジュール本体 1 0 の平面に対 して交差する

方向）で上端部 2 4 から離れて配置され上端部 2 4 に対向する下端部 2 5 と

、上端部 2 4 と下端部 2 5 とを連結 し外周領域 1 3 に沿って配置された第 1

壁部 2 6 と、上端部 2 4 と下端部 2 5 との間で第 1壁部 2 6 に沿って配置さ

れ延長 して隣接する他のモジュール枠体 2 0 (第 3 モジュール枠体 2 0 c )



に挿入される継手部材 3 (継手部材 3 0 ) と、継手部材 3 の第 1 壁部 2

6 か らの位置を規制する規制部 2 7 a (規制部 2 7 ) とを備える。

[0231 ] したがって、モジュール枠体 2 0 (第 4 モジュール枠体 2 0 d ) は、継手

部材 3 (継手部材 3 0 ) と継手部材 3 の第 1 壁部 2 6 か らの位置を規制

する規制部 2 7 a (規制部 2 7 ) とを備えることか ら、隣接する他のモジュ

—ル枠体 2 0 に対 して容易にかつ高精度 に位置決め し、かつ、確実に連結す

ることが可能 となる。

[0232] なお、嵌め込み部 2 1 と支持部 2 3 とは、一般的に一体 とされる。 また、

規制部 2 7 a の第 1 壁部 2 6 か らの位置は、規制部 2 7 a と第 1 壁部 2 6 と

で継手部材 3 を挟む形態 と し、規制部 2 7 a によって継手部材 3 を第 1

壁部 2 6 に近接 させた状態 とする位置であることが好ま しい。 より具体的に

は、規制部 2 7 a の規制 （誘導）によって継手部材 3 が第 1 壁部 2 6 に当

接 され第 1 壁部 2 6 と規制部 2 7 a との間にスライ ドして差 し込 まれる程度

の隙間であることが好ま しい。

[0233] なお、第 1 壁部 2 6 は、外周領域 1 3 の縁部 （太陽電池モジュール本体 1

0 の縁部。換言すれば、上端部 2 4 および下端部 2 5 の外側端 を連結する位

置。）に沿 って配置される。 また、第 1 壁部 2 6 と第 2 壁部 2 8 との間隔は

、太陽電池モジュール本体 1 0 に対する支持構造 と しての強度、バランスな

どか ら定め られる。

[0234] 第 4 モジュール枠体 2 0 d (モジュール枠体 2 0 ) では、規制部 2 7 a は

、上端部 2 4 に対向 して下端部 2 5 に配置されている。 この構成 によって、

第 4 モジュール枠体 2 0 d は、継手部材 3 の自重を利用 して自己整合的に

位置決めすることができるので、第 1 壁部 2 6 か らの間隔を容易に確定でき

、 また、他のモジュール枠体 2 0 との連結 を容易に行 うことができる。つま

り、作業性、位置精度、強度 を確保することができる。

[0235] 第 4 モジュール枠体 2 0 d (モジュール枠体 2 0 ) では、規制部 2 7 a は

、突起であることが好ま しい。 この構成 によって、第 4 モジュール枠体 2 0

d は、規制部 2 7 a を突起で形成することか ら、簡単な構成で確実に継手部



材 3 の位置を規制することができる。

[0236] また、第 4 モジュール枠体 2 0 d (モジュール枠体 2 0 ) では、突起 （規

制部 2 7 a ) は、第 1 壁部 2 6 の長さ方向に沿 って延長されていることが好

ま しい。 この構成によって、第 4 モジュール枠体 2 0 d は、第 1 壁部 2 6 の

延長方向 （外周領域 1 3 の外周に沿 う方向）に沿 って突起を延長することか

ら、継手部材 3 の延長方向で継手部材 3 の位置を規制するので、更に安

定 した位置決めをすることができる。

[0237] 規制部 2 7 a は、分離 した ピン状ではな く、連続 した レール状 （凸条）に

延長 して配置されることか ら、継手部材 3 の長さ方向の全体に対応させて

突起を配置することができるので、位置決め精度および機械的強度が向上す

る。なお、上述 したとおり、モジュール枠体 2 0 は、押出成形されることか

ら、凸条の規制部 2 7 a は、容易にかつ高精度に形成される。

[0238] なお、規制部 2 7 a は、例えば、棒 ピンを適宜の個数で分散 して配置され

る形態 とすることも可能である。必要な部分のみに規制部 2 7 a を配置する

ことか ら、モジュール枠体 2 0 を軽量化することができる。

[0239] 第 4 モジュール枠体 2 0 d (モジュール枠体 2 0 ) では、支持部 2 3 は、

第 1 壁部 2 6 に対 してセル領域 1 2 の側 に配置され上端部 2 4 と下端部 2 5

とを連結 して外周領域 1 3 に沿 って配置された第 2 壁部 2 8 を備える。

[0240] モジュ一ル枠体 2 0 では、上端部 2 4 、下端部 2 5 、第 1 壁部 2 6 、およ

び第 2 壁部 2 8 は、継手部材 3 1 (継手部材 3 0 ) を内包する中空構造を形

成 していることが好ま しい。 この構成によって、第 4 モジュール枠体 2 0 d

(モジュール枠体 2 0 ) は、上端部 2 4 、下端部 2 5 、第 1 壁部 2 6 、およ

び第 2 壁部 2 8 が形成する中空構造によつて継手部材 3 0 を内包することか

ら、継手部材 3 0 の損傷を防止 してモジュール枠体 2 0 の連結強度の信頼性

を確保することができる。

[0241 ] また、挿入される継手部材 3 0 の形状は、第 1 壁部 2 6 と平行に配置され

る板状 とされている。継手部材 3 0 を締結部材 3 3 によって第 1 壁部 2 6 に

締結するだけで隣 り合 うモジュ一ル枠体 2 0 を締結することが可能であるこ



とから、継手部材 3 0 の断面形状 （板厚）を調整するだけで、継手部材 3 0

の強度を必要に応 じて確保することができる。

[0242] 継手部材 3 0 の断面形状 （モジュール枠体 2 0 の長さ方向と交差する方向

での矩形の断面形状。つまり、図 2 3 A の矢印 1 B — 1 B、矢印 1 C — 1 C

と同方向での断面。）は、長辺 （板幅、つまり、太陽電池モジュール本体に

対する垂直方向の長さ）が上端部 2 4 から下端部 2 5 の間隔で上限を画定さ

れ、短辺 （板厚）が規制部 2 7 によって継手部材 3 0 の位置が規制される範

囲で上限を画定される。また、板の長さは、平面視で表されるモジュール枠

体の長さ方向で第 1壁部 2 6 に沿う長さである。

[0243] 規制部 2 7 によって継手部材 3 0 の位置が規制される範囲とは、具体的に

は、例えば、規制部 2 7 a のときは、第 1壁部 2 6 から規制部 2 7 a の突起

が立ち上がる位置までの間隔であり、規制部 2 7 e 、規制部 2 7 f のときは

、継手部材 3 0 が揷入される凹部の底部が有する第 1壁部 2 6 からの間隔で

ある。

[0244] 継手部材 3 0 の板幅は、上端部 2 4 および支持部 2 3 の間で十分に確保で

きる。また、継手部材 3 0 の板厚は、第 1壁部 2 6 から規制部 2 7 が継手部

材 3 0 に作用を及ぼす間隔に対応させて十分に確保できる。 したがって、継

手部材 3 0 は、板厚および板幅においてモジュール枠体 2 0 の形状 （第 1壁

部 2 6 の内側形状）に適合 して十分な強度を確保することができる。

[0245] 継手部材 3 0 は、モジュール枠体 2 0 と同様、例えば、アルミニウム、あ

るいはアルミニウム合金で形成されている。モジュール枠体 2 0 と同様の素

材を適用することによって、強度を高精度に確保することができる。

[0246] なお、モジュール枠体 2 0 では、上端部 2 4 、下端部 2 5 、第 1壁部 2 6

、および第 2 壁部 2 8 は、概略形状として矩形を形成 していることが好まし

し、。矩形 （第 2 壁部 2 8 の部分が開口された状態を含む想定外周としての仮

想矩形。）とすることによって、モジュール枠体 2 0 の強度を更に向上させ

ることができる。

[0247] 第 4 モジュール枠体 2 0 d (モジュール枠体 2 0 ) では、継手部材 3 1 (



継手部材 3 0 ) は、第 1 壁部 2 6 に締結 されていることが好ま しい。 この構

成 によって、第 4 モジュール枠体 2 0 d (モジュール枠体 2 0 ) は、継手部

材 3 1 (継手部材 3 0 ) を第 1 壁部 2 6 に締結することか ら、連結強度 を向

上させ、連結の信頼性 を向上させる。つまり、継手部材 3 0 の平面を第 1 壁

部 2 6 の平面に当接 （締結） した状態で隣接するモジュール枠体が連結 され

ることか ら、第 1 壁部の強度 をそのまま利用することにな り、確実に強度 を

確保することができる。

[0248] なお、継手部材 3 0 を第 1 壁部 2 6 に締結する部材 と して、締結部材 3 3

a (締結部材 3 3 ) を適用することができる。締結部材 3 3 a は、例えば ビ

ス （おね じ）などである。締結部材 3 3 a は第 1 壁部 2 6 (および継手部材

3 1 ) の垂直方向 （上端部 2 4 と下端部 2 5 との間の方向）で 2 箇所に配置

されている。モジュール枠体 2 0 では、締結部材 3 3 a を垂直方向の 2 箇所

に配置することで締結の強度 を大 きく向上させ、連結の信頼性 を向上させる

[0249] 継手部材 3 0 の第 1 壁部 2 6 に対向する面 と第 1 壁部 2 6 とを対向させ、

締結部材 3 3 で締結することか ら、継手部材 3 0 および第 1 壁部 2 6 のそれ

ぞれが有する基本形状の全体を締結手段 と して有効 に利用することにな り、

素材 自体が有する強度 まで締結強度 （連結強度）を向上させることができる

[0250] 締結部材 3 3 a の位置は、継手部材 3 の上端側 （上端部 2 4 側）、下端

側 （下端部 2 5 側）の両方に離 して 2 個が配置されることが好ま しい。両端

側へ離 して配置することによって、回転力に対向することができるので、 よ

り強固な締結が可能 とな り、モジュール枠体 2 0 を強固にかつ高精度 に連結

することができる。なお、締結部材 3 3 は、 2 個では無 く、 1 個であっても

良い。

[0251 ] また、締結部材 3 3 a (締結部材 3 3 ) と してのね じによる締結強度 を確

保するために継手部材 3 0 の板厚 （第 1 壁部 2 6 と交差する方向の厚 さ）は

、中空構造 （第 1 壁部 2 6 と第 2 壁部 2 8 との間隔。あるいは、第 2 壁部 2



8 の無い状態での第 1壁部 2 6 からの上端部 2 4 、下端部 2 5 の先端までの

間隔）の 2 分の 1 ないし3 分の 1程度とすることが好ましい。この構成によ

つて、継手部材 3 0 が中空構造に対 して変形を及ぼすことが防止できるので

、モジュール枠体 2 0 の強度を維持することができる。

[0252] 規制部 2 7 の位置は、第 1壁部 2 6 と反対側の上端部 2 4 の先端あるいは

下端部 2 5 の先端、あるいは、第 2 壁部 2 8 に対 して離れた第 1壁部 2 6 と

の間に配置され、上端部 2 4 の先端、下端部 2 5 の先端、あるいは、第 2 壁

部 2 8 に対 して接触 しない状態で継手部材 3 0 を配置する位置とされる。

[0253] 太陽電池モジュ一ル本体 1 0 とモジュ一ル枠体 2 0 との間には、例えば弾

性体 （ゴム、樹脂）で構成された緩衝部材 1 5 が配置され、太陽電池モジュ

—ル本体 1 0 に対する外部からの衝撃を抑制 し、また、水密性を向上させ、

耐環境性を向上させる。

[0254] モジュール枠体 2 0 は、嵌め込み部 2 の外周につば部 2 s を備えるこ

とから、第 1壁部 2 6 の変形を抑制 して強度を確保 し、適宜の外観形状を確

保することができる。また、モジュール枠体 2 0 は、第 2 壁部 2 8 の下端部

2 5 の近 くに補強部 2 8 s を備えることから、第 2 壁部 2 8 の変形を抑制 し

て強度を確保することができる。

[0255] 図 2 3 C は、図 2 3 A の矢印 1 C — 1 C での継手部材 3 の断面状態を拡

大 して示す拡大断面図である。

[0256] 図 2 3 C は、第 3 モジュール枠体 2 0 c (モジュール枠体 2 0 ) の連結部

4 3 (連結部 4 0 ) での連結状態を示す。なお、基本的な構成は、図 2 3 A

、図 2 3 B に記載 した構成と共通するので、主に異なる事項について説明す

る。

[0257] 第 3 モジュール枠体 2 0 c (モジュール枠体 2 0 ) では、支持部 2 3 は、

第 1壁部 2 6 に対 してセル領域 1 2 の側に配置され上端部 2 4 と下端部 2 5

とを連結 して外周領域 1 3 に沿って配置された第 2 壁部 2 8 を備え、第 2 壁

部 2 8 は、第 1壁部 2 6 に対向する面に配置されて隣接する他のモジュール

枠体 2 0 (第 2 モジュール枠体 2 0 b ) の第 1壁部 2 6 がね じ止めされるめ



ね じ部 2 9 を備え、規制部 2 7 b (以下では、単に規制部 2 7 とすることが

ある。）は、めね じ部 2 9 によって構成 されている。

[0258] したがって、モジュール枠体 2 0 (第 3 モジュール枠体 2 0 c ) は、隣接

する他のモジュール枠体 2 0 (第 2 モジュール枠体 2 0 b の第 1 壁部 2 6 )

がね じ止めされるめね じ部 2 9 (めね じ部 2 9 の第 1 壁部 2 6 側の先端）を

規制部 2 7 b と して機能させることか ら、規制部 2 7 を別途形成する必要が

な くな り、生産性 （作業性）、汎用性が向上する。

[0259] すなわち、第 3 モジュール枠体 2 0 c では、新たに規制部 2 7 を形成する

のではな く、予め形成 されるめね じ部 2 9 が規制部 2 7 b と して適用される

。つまり、第 2 壁部 2 8 に形成 され第 1 壁部 2 6 に向けて突出するめね じ部

2 9 の第 1 壁部 2 6 側の頂点 （第 2 壁部 2 8 を基準 に してめね じ部 2 9 で最

も第 1 壁部 2 6 に近い位置が構成する頂点）が継手部材 3 に対する規制部

2 7 b と して機能する。

[0260] めね じ部 2 9 は、垂直方向 （上端部 2 4 および下端部 2 5 の間）で 2 箇所

形成 されていることか ら、継手部材 3 を更に高精度 に位置決めすることが

できる。 また、めね じ部 2 9 は、端面 （例えば、連結部 4 2 での第 3 モジュ

—ル枠体 2 0 c の端面）で締結部材 5 0 が締結 されることか ら、高い機構的

強度 を有するように形成 されているので、継手部材 3 を確実に位置決めす

ることができる。

[0261 ] また、継手部材 3 は、締結部材 3 3 b によって第 1 壁部 2 6 に締結 され

る。締結部材締結部材 3 3 b は、例えば ビス （おね じ）などである。なお、

締結部材 3 3 c 、締結部材 3 3 d も同様 に構成 される。

[0262] なお、継手部材 3 (継手部材 3 0 ) の板厚は、第 1 壁部 2 6 とめね じ部

2 9 との間の間隔で上限が規定される。つまり、継手部材 3 0 は、第 1 壁部

2 6 とめね じ部 2 9 との間の間隔より薄い板で形成 される。連結部 4 3 での

他方のモジュール枠体 2 0 (第 4 モジュール枠体 2 0 d ) は、めね じ部 2 9

が存在 しないことか ら、単なる空間とされたときは、第 3 モジュール枠体 2

0 c に締結 されて延長された継手部材 3 の位置決めが不安定になるが、継



手部材 3 の位置を規制する規制部 2 7 が形成されていることから、継手部

材 3 を第 1壁部 2 6 に沿わせて容易にかつ高精度に位置決めすることがで

き、また、締結部 3 3 a によって継手部材 3 1 を第4 モジュール枠体 2 0 d

の第 1壁部 2 6 に当接させることから、機械的強度を確保することができる

[0263] 上述 したとおり、本実施の形態 2 に係る太陽電池モジュール 1 において、

複数のモジュ一ル枠体 2 0 (例えば第 1 モジュ一ル枠体 2 0 a 、第 2 モジュ

—ル枠体 2 0 b 、第 3 モジュール枠体 2 0 c 、第4 モジュール枠体 2 0 d 、

第 5 モジュール枠体 2 0 e ) の内少なくとも2 つ （例えば、第 3 モジュール

枠体 2 0 c と第4 モジュール枠体 2 0 d の組、あるいは、第4 モジュール枠

体 2 0 d と第 5 モジュール枠体 2 0 e の組み）は、本実施の形態 2 に係るモ

ジュール枠体 2 0 であって、相互に連結されて形成する連結部 4 0 (例えば

、第 3 モジュ一ル枠体 2 0 c と第4 モジュ一ル枠体 2 0 d が連結された連結

部 4 3 、第4 モジュール枠体 2 0 d と第 5 モジュール枠体 2 0 e が連結され

た連結部 4 4 ) の平面視での内角 （例えば、連結部 4 3 での内角 3 、連結

部 4 4 での内角 4 ) が 9 0 度と異なる角度である。

[0264] したがって、本実施の形態 2 に係る太陽電池モジュール 1 は、相互に連結

されて形成する連結部 4 0 の平面視での内角が 9 0 度と異なる角度の場合に

、本実施の形態 2 に係るモジュール枠体 2 0 を適用することから、太陽電池

モジュール本体 1 0 が矩形以外の多角形とされた場合でもモジュール枠体 2

0 相互間の連結部 4 0 の位置決め精度および機械的強度を確保 して信頼性を

向上させるので、設置場所を有効に活用することができる。

[0265] なお、モジュール枠体 2 0 は、内角が 9 0 度を越えるときに適用された場

合、継手部材 3 0 の屈曲部分の形状が直線により近 くなることから、継手部

材 3 0 の強度を確実に維持できるので、内角が 9 0 度を越える場合に適用さ

れることが好ましい。

[0266] 本実施の形態 2 に係るモジュール枠体 2 0 では、内角が 9 0 度と異なる場

合に適用 した状態を例示 したが、モジュ一ル枠体 2 0 は、各モジュ一ル枠体



2 0 が連結されて構成する内角の大きさが 9 0 度 とされる場合 （本実施の形

態 2 では、内角 1、内角 2 、内角 e 5 に対応する連結部 4 0 ) において

も適用することが可能である。

[0267] なお、本実施の形態 2 に係る太陽電池モジュール 1 は、平面視での規定に

加えて、モジュール枠体 2 0 の断面で規定することができる。

[0268] すなわち、本実施の形態 2 に係る太陽電池モジュール 1 は、太陽電池セル

1 が配置されたセル領域 1 2 およびセル領域 1 2 の外周に配置された外周

領域 1 3 を備える太陽電池モジュール本体 1 0 と、太陽電池モジュール本体

1 0 の外周領域 1 3 が嵌め込まれた複数のモジュール枠体 2 0 とを備え、複

数のモジュール枠体 2 0 は、モジュール枠体 2 0 の長さ方向と垂直な方向で

の断面形状 （端面形状）が異なる複数種類 とされている。

[0269] したがって、本発明に係る太陽電池モジュール 1 は、モジュール枠体 2 0

の長さ方向と垂直な方向での断面形状が、複数種類 とされていることか ら、

太陽電池モジュール本体 1 0 が矩形以外の多角形 とされた場合でもモジュ一

ル枠体 2 0 相互間の連結部の位置決め精度および機械的強度を確保 して信頼

性を向上させるので、設置場所を有効に活用することができる。

[0270] < 実施の形態 3 >

図 2 4 A ない し図 2 4 D を参照 して、本実施の形態 3 に係る太陽電池モジ

ユール 1 およびモジュール枠体 2 0 について説明する。

[0271 ] なお、本実施の形態 3 に係る太陽電池モジュール 1 およびモジュール枠体

2 0 は、実施の形態 2 に係る太陽電池モジュール 1 およびモジュール枠体 2

0 (第 4 モジュール枠体 2 0 d ) の変形例 （変形例 1 ない し変形例 4 ) であ

ることか ら、符号を援用 し、主に異なる事項について説明する。

[0272] 図 2 4 A は、本発明の実施の形態 3 に係る太陽電池モジュール 1 に適用さ

れるモジュール枠体 2 0 (第 4 モジュール枠体 2 0 d ) に係る変形例 1 の概

略を図 2 3 B と同一の断面状態で示す断面図である。

[0273] 本実施の形態 3 に係る第 4 モジュール枠体 2 0 d (モジュール枠体 2 0 )

(変形例 1 ) では、規制部 2 7 c (以下では、単に規制部 2 7 とすることが



ある。）は、下端部 2 5 に対向 して上端部 2 4 に配置されている。

[0274] この構成によって、第4 モジュール枠体 2 0 d は、継手部材 3 0 が第 1壁

部 2 6 に沿って下端部 2 5 から上端部 2 4 まで配置された場合でも、上端部

2 4 に配置された規制部 2 7 c によって継手部材 3 0 の位置を確実に規制す

ることから、他のモジュール枠体 2 0 (第 3 モジュール枠体 2 0 c 、あるい

は、第 5 モジュール枠体 2 0 e ) との連結を容易に行うことができる。

[0275] 図 2 4 B は、本発明の実施の形態 3 に係る太陽電池モジュール 1 に適用さ

れるモジュール枠体 2 0 (第 4 モジュール枠体 2 0 d ) に係る変形例 2 の概

略を図 2 3 B と同一の断面状態で示す断面図である。

[0276] 本実施の形態 3 に係る第4 モジュール枠体 2 0 d (モジュール枠体 2 0 )

(変形例 2 ) では、規制部 2 7 a および規制部 2 7 c が並置されている。 し

たがって、下端部 2 5 および上端部 2 4 の双方に規制部 2 7 (規制部 2 7 a

、規制部 2 7 c ) が配置されることから、更に容易に、かつ高精度に位置決

めすることができる。

[0277] 図 2 4 C は、本発明の実施の形態 3 に係る太陽電池モジュール 1 に適用さ

れるモジュール枠体 2 0 (第 4 モジュール枠体 2 0 d ) に係る変形例 3 の概

略を図 2 3 B と同一の断面状態で示す断面図である。

[0278] 本実施の形態 3 に係る第4 モジュール枠体 2 0 d (モジュール枠体 2 0 )

(変形例 3 ) では、継手部材 3 0 を挿入する規制部 2 7 e (以下では、単に

規制部 2 7 とすることがある。）が下端部 2 5 に形成されている。

[0279] つまり、規制部 2 7 e は、下端部 2 5 に形成されて継手部材 3 0 が挿入さ

れる凹部とされ、また、上端部 2 4 は、継手部材 3 0 を挟む構造 （例えば、

上端部 2 4 に対 して凸状とされた構造）とされた規制部 2 7 d (以下では、

単に規制部 2 7 とすることがある。）を備え、下端部 2 5 および上端部 2 4

の双方で継手部材 3 0 を挟む構造とされている。

[0280] したがって、第4 モジュール枠体 2 0 d は、下端部 2 5 に継手部材 3 0 が

揷入される凹部を有 し、下端部 2 5 および上端部 2 4 の双方によって継手部

材 3 0 を挟む構造とされていることから、継手部材 3 0 を安定的に位置決め



し、連結する他のモジュール枠体 2 0 (第 3 モジュール枠体 2 0 c 、あるい

は、第 5 モジュール枠体 2 0 e ) と強固に連結することができる。

[0281 ] なお、規制部 2 7 d および規制部 2 7 e は、両方で一体 として機能するこ

とか ら、両方を一体 として規制部 2 7 とされる。 また、規制部 2 7 e (凹部

) は、第 1 壁部 2 6 か ら補強部 2 8 s の方向 （厚さ方向）で継手部材 3 0 の

板厚 と同様の寸法を有 し、継手部材 3 0 が嵌め込まれる状態 とされている。

[0282] 図 2 4 D は、本発明の実施の形態 3 に係る太陽電池モジュール 1 に適用さ

れるモジュール枠体 2 0 (第 4 モジュール枠体 2 0 d ) に係 る変形例 4 の概

略を図 2 3 B と同一の断面状態で示す断面図である。

[0283] 本実施の形態 3 に係る第 4 モジュール枠体 2 0 d (モジュール枠体 2 0 )

(変形例 4 ) では、継手部材 3 0 を挿入する規制部 2 7 f (以下では、単に

規制部 2 7 とすることがある。）が上端部 2 4 に形成されている。

[0284] つまり、規制部 2 7 f は、上端部 2 4 に形成されて継手部材 3 0 が挿入さ

れる凹部 とされ、 また、下端部 2 5 は、継手部材 3 0 を挟む構造 （例えば、

下端部 2 5 に対 して凸状 とされた構造）とされた規制部 2 7 g (以下では、

単に規制部 2 7 とすることがある。）を備え、下端部 2 5 および上端部 2 4

の双方で継手部材 3 0 を挟む構造 とされている。

[0285] したがって、第 4 モジュール枠体 2 0 d は、上端部 2 4 に継手部材 3 0 が

揷入される凹部を有 し、下端部 2 5 および上端部 2 4 の双方によって継手部

材 3 0 を挟む構造 とされていることか ら、継手部材 3 0 を安定的に位置決め

し、連結する他のモジュール枠体 2 0 (第 3 モジュール枠体 2 0 c 、あるい

は、第 5 モジュール枠体 2 0 e ) と強固に連結することができる。

[0286] なお、規制部 2 7 f および規制部 2 7 g は、両方で一体 として機能するこ

とか ら、両方を含めて規制部 2 7 とされる。 また、規制部 2 7 f (凹部）は

、第 1 壁部 2 6 か ら補強部 2 8 s の方向 （厚さ方向）で継手部材 3 0 の板厚

と同様の寸法を有 し、継手部材 3 0 が嵌め込まれる状態 とされている。

[0287] 第 4 モジュ一ル枠体 2 0 d に係 る変形例 3 、変形例 4 は、次のとおりにま

とめることができる。



[0288] 規制部 2 7 は、下端部 2 5 および上端部 2 4 のいずれか一方に形成されて

継手部材 3 0 が揷入される凹部 とされ、下端部 2 5 および上端部 2 4 の双方

で継手部材 3 0 を挟む構造 とされている。 したがって、第 4 モジュール枠体

2 0 d は、下端部 2 5 および上端部 2 4 の一方に継手部材 3 0 が揷入される

凹部を有 し、下端部 2 5 および上端部 2 4 の双方によって継手部材 3 0 を挟

む構造 とされていることか ら、継手部材 3 0 を安定的に位置決め し、連結す

る他のモジュール枠体 2 0 と強固に連結することができる。

[0289] 下端部 2 5 および上端部 2 4 の一方が凹状 とされた場合、下端部 2 5 およ

び上端部 2 4 の他方は凸状 として形成される。 また、継手部材 3 0 を挟む構

造 とは、継手部材 3 0 が上端部 2 4 および下端部 2 5 に当接する場合、ある

いは、適宜の空間を介 して挟 まれる場合の両方を含む。

[0290] < 実施の形態 2 ， 3 のまとめ>

上述 したとおり、実施の形態 2 、実施の形態 3 に係るモジュール枠体 2 0

は、太陽電池セル 1 1 が配置されたセル領域 1 2 と、セル領域 1 2 の外周に

配置された外周領域 1 3 とを備える太陽電池モジュール本体 1 0 を保持する

モジュール枠体 2 0 であって、外周領域 1 3 が嵌め込まれる嵌め込み部 2

と、嵌め込み部 2 1 を支持する支持部 2 3 とを備え、支持部 2 3 は、嵌め込

み部 2 の底部 2 b と結合する上端部 2 4 と、太陽電池モジュール本体 1

0 と交差する方向で上端部 2 4 か ら離れて配置され上端部 2 4 に対向する下

端部 2 5 と、上端部 2 4 と下端部 2 5 とを連結 し外周領域 1 3 に沿 って配置

された第 1 壁部 2 6 と、上端部 2 4 と下端部 2 5 との間で第 1 壁部 2 6 に沿

つて配置され延長 して隣接する他のモジュール枠体 2 0 に揷入される継手部

材 3 0 (例えば、継手部材 3 、継手部材 3 2 ) と、継手部材 3 0 の第 1 壁

部 2 6 か らの位置を規制する規制部 2 7 (規制部 2 7 a 、あるいは、規制部

2 7 b 規制部 2 7 c 、規制部 2 7 d 、規制部 2 7 e 、規制部 2 7 f 、規制

部 2 7 g ) とを備える。

[0291 ] したがって、本発明に係るモジュール枠体 2 0 は、継手部材 3 0 と継手部

材 3 0 の第 1 壁部 2 6 か らの位置を規制する規制部 2 7 とを備えることか ら



、隣接する他のモジュール枠体 2 0 に対 して容易にかつ高精度に位置決め し

、かつ、確実に連結することが可能となる。

[0292] また、実施の形態 2 、実施の形態 3 に係るモジュール枠体 2 0 を適用され

た太陽電池モジュール 1 は、モジュール枠体 2 0 による作用効果をそのまま

実現することができるので、平面視で 9 0 度と異なる内角を有する多角形と

された太陽電池モジュール本体 1 0 をモジュール枠体 2 0 によって高精度に

かつ強固に連結 して太陽電池モジュール 1 の信頼性を向上する。なお、内角

が 9 0 度と異なる連結部 4 0 の両方に配置されたモジュール枠体 2 0 は、実

施の形態 2 、あるいは、実施の形態 3 に記載 したモジュール枠体 2 0 とされ

る。

[0293] 太陽電池セル 1 1 は、どのような形態のセルであっても良い。例えば、シ

リコン系、G a A s 、 C I S、 C I G S、 C d T e 等の化合物半導体系、結

晶系、多結晶系、薄膜系、色素増感型など種々の形態のセルを対象とするこ

とができる。

[0294] なお、上述 した実施の形態 2 、実施の形態 3 、および変形例 1 〜変形例 4

は、相互に矛盾の生 じない状態で併用することが可能である。 したがって、

例えば、第 1 モジュール枠体 2 0 a が規制部 2 7 を備えていても構わない。

この形態によれば、部品の共通化が可能となる。

[0295] < 他のモジュール枠体 2 0 についての追加説明>

実施の形態 2 、実施の形態 3 に係る太陽電池モジュール 1 に適用されるモ

ジュール枠体 2 0 において、直角で連結される連結部 4 1、連結部 4 2 、連

結部 4 5 での第 1 モジュール枠体 2 0 a 、第 2 モジュール枠体 2 0 b 、第 3

モジュール枠体 2 0 c の連結状態について追加 して説明する。

[0296] 図 3 は、内角が直角で連結される連結部 4 0 (連結部 4 1、連結部 4 2 、

連結部 4 5 ) における連結状態を説明する模式的な端面図である。なお、図

面の分かりやすさを考慮 して、断面としてのハッチングを施 してある。

[0297] 連結部 4 1 では、第 2 モジュ一ル枠体 2 0 b の端面から第 1壁部 2 6 が平

面として突出し、第 1 モジュール枠体 2 0 a の端面に第 1壁部 2 6 の平面が



当接 され、第 1 壁部 2 6 の外側か ら、締結部材 5 (締結部材 5 0 ) が第 1

モジュール枠体 2 0 a に形成 されているね じ部 2 9 に嵌め込 まれて締結 され

る。なお、図 3 で示 した端面の手前 に第 2 モジュール枠体 2 0 b の第 1 壁部

2 6 が連結 される側 と して配置され、図で模式的に〇にX を重ねて示 した締

結部材 5 が第 2 モジュール枠体 2 0 b の第 1 壁部 2 6 を介 してね じ込 まれ

る。

[0298] なお、連結部 4 2 における、第 2 モジュール枠体 2 0 b の第 1 壁部 2 6 、

第 3 モジュール枠体 2 0 c の端面を締結する締結部材 5 2 (締結部材 5 0 )

についても同様である。 また、連結部 4 5 における、第 5 モジュール枠体 2

0 e の第 1 壁部 2 6 、第 1 モジュール枠体 2 0 a の端面を締結する締結部材

5 3 (締結部材 5 0 ) についても同様である。

[0299] < 実施の形態 4 >

以下、本発明の実施の形態 4 について図面を参照 して説明する。

[0300] 本実施の形態 4 に係 る太陽電池モジュール 1 0 0 は、実施の形態 1 におい

て図 2 ない し図 2 0 に示 して説明 した太陽電池モジュール 1 0 0 a と基本的

な構成は同 じである。すなわち、太陽電池モジュール 1 0 0 は、図 2 に示す

太陽電池モジュール 1 0 0 a と同様、太陽電池モジュール本体 1 0 と、太陽

電池モジュール本体 1 0 を支持するモジュール枠体 1 2 1 ~ 1 2 5 と、モジ

ユール枠体 1 2 1 ~ 1 2 5 を補強する補助枠体 1 2 6 (図 2 0 参照） と、モ

ジュール枠体 1 2 3 および 1 2 4 を連結するための継手部材 1 3 と、モジ

ユール枠体 1 2 4 および 1 2 5 を連結するための継手部材 1 3 2 とを備えて

いる。 このため、太陽電池モジュール 1 0 0 の構成 については、 ここでは説

明を省略する。

[0301 ] なお、本実施の形態 4 において、ボル ト1 4 1 ~ 1 4 4 は、本発明の 「締

結部材」の一例であ り、ボル ト揷入孔 3 a , 3 a , 3 2 1 a および

3 2 2 a は、本発明の 「貫通孔」の一例である。

[0302] —効果 —

本実施の形態 4 では、上記のように、支持部 1 2 3 b および 1 2 4 b を連



通する連通部 3 3 を継手部材 1 3 に形成するとともに、支持部 1 2 4 b

および 1 2 5 b を連通する連通部 3 2 3 を継手部材 1 3 に形成 し、かつ、

開口部 1 2 1 f および 1 2 3 f をそれぞれ支持部 1 2 1 b および 1 2 3 b に

形成する。さらに、開口部 1 2 4 f および 1 2 5 f をそれぞれ支持部 1 2 4

b および 1 2 5 b に形成する。このように構成することによって、支持部 1

2 1 b ~ 1 5 b を連通するとともに、その連通された支持部 1 2 1 b ~ 1

2 5 b の内部に水分が浸入 した場合に、 6 個の開口部 （2 個の開口部 1 2

f 、 1個の開口部 1 2 3 f 、 2 個の開口部 1 2 4 f および 1個の開口部 1 2

5 f ) から水分を排出することができる。これにより、支持部 1 2 1 b ~ 1

5 b の内部に水分が残留するのを抑制することができるので、中空状の支

持部 1 2 1 b ~ 1 5 b を有するモジュール枠体 1 2 1 ~ 1 2 5 が水分の膨

張に起因 して損傷するのを抑制することができる。

[0303] また、本実施の形態 4 では、連通部 3 3 と対応する位置に開口部 1 2 4

f を配置するとともに、連通部 3 2 3 と対応する位置に開口部 1 2 4 f およ

び 1 2 5 f を配置することによって、水分を排出しやすくすることができる

。なお、連通部 3 3 と対応する位置に開口部 1 2 4 f を配置するとは、連

通部 3 3 の少なくとも一部が開口部 1 2 4 f に重なっている状態を示 し、

連通部 3 2 3 と対応する位置に開口部 1 2 4 f および 1 2 5 f を配置すると

は、連通部 3 2 3 の少なくとも一部が開口部 1 2 4 f および 1 2 5 f に重な

つている状態を示す。

[0304] また、本実施の形態 4 では、連通部 3 3 が溝状部 3 3 a に加えて第 1

凹状部 3 3 b を含むことによって、支持部 1 2 3 b および 1 2 4 b の間を

水分が移動 しやすくすることができる。同様に、連通部 3 2 3 が溝状部 3 2

3 a に加えて第 1 凹状部 3 2 3 b を含むことによって、支持部 1 2 4 b およ

び 1 2 5 b の間を水分が移動 しやすくすることができる。

[0305] また、本実施の形態 4 では、開口部 1 2 4 f をボル 卜揷入孔 1 2 4 e とと

もに打ち抜き加工により形成する。この方法により、製造工程数が増加する

のを抑制 しながら、開口部 1 2 4 f を形成することができる。開口部 1 2 5



f に関 しても同様 に、ボル ト揷入孔 1 2 5 e とともに打ち抜 き加工により形

成する。 この方法により、製造工程数が増加するのを抑制 しなが ら、開口部

2 5 f を形成することができる。すなわち、製造 コス トの増加を抑制 しな

が ら、支持部 1 2 1 b ~ 1 2 5 b の内部 に水分が残留するのをより抑制する

ことができる。

[0306] 一他の実施の形態 一

なお、今回開示 した実施の形態は、すべての点で例示であって、限定的な

解釈の根拠 となるものではない。 したがって、本発明の技術的範囲は、上記

した実施の形態のみによって解釈されるものではな く、特許請求の範囲の記

載 に基づいて画定される。 また、本発明の技術的範囲には、特許請求の範囲

と均等の意味および範囲内でのすべての変更が含 まれる。

[0307] た とえば、本実施の形態 4 では、太陽電池モジュール本体 1 0 が平面的に

見て五角形である例 を示 したが、 これに限 らず、太陽電池モジュール本体が

平面的に見て矩形などのその他の形状であってもよい。

[0308] また、本実施の形態 4 では、内角 が 9 0 度である連結部 1 5 におい

てモジュール枠体 1 2 および 1 2 2 がおね じ6 により連結 される例 を示

したが、 これに限 らず、内角 が 9 0 度である連結部 1 5 においてモジ

ユール枠体 1 2 および 1 2 2 が継手部材を用いて連結 されるように しても

よい。なお、連結部 1 5 2 におけるモジュール枠体 1 2 2 および 1 2 3 の連

結、および、連結部 1 5 5 におけるモジュール枠体 1 2 5 および 1 2 の連

結 についても同様である。

[0309] また、本実施の形態 4 では、継手部材 1 3 および 1 3 2 の屈曲部 1 3

a および 1 3 2 a の角度が 9 0 度 よりも大 きい例 を示 したが、 これに限 らず

、継手部材の屈曲部の角度が 9 0 度であってもよい し、 9 0 度 よりも小さ く

てもよい。

[031 0] また、本実施の形態 4 では、開口部 1 2 1 f 、 1 2 3 f 、 1 2 4 f および

1 5 f が形成 される例 を示 したが、 これに限 らず、支持部 1 2 1 b ~ 1 2

5 b が連通されていれば、支持部 1 2 1 b ~ 1 2 5 b の うちいずれか 1 つの



支持部 に開 口部 が形成 されていればよい。 また、本実施 の形態 4 では、 6 個

の開 口部 を形成 する例 を示 したが、 これ に限 らず、 開 口部 は少な くとも 1 つ

形成 されていればよい。

[031 1 また、本実施 の形態 4 では、支持部 1 2 1 b ~ 1 2 5 b が全 て連通 され る

例 を示 したが、 これ に限 らず、支持部 が分離 されていてもよい。 この場合 に

は、分離 された支持部 の単位毎 に少な くとも 1 つの開 口部 が形成 されている

ことが好 ま しい。

[031 2] また、本実施 の形態 4 では、太陽電池 モジュール 1 0 0 に 2 つの継手部材

1 3 および 3 2 が設 け られ る例 を示 したが、 これ に限 らず、太陽電池 モジ

ユール に少な くとも 1 つの継手部材が設 け られていればよい。

[031 3] また、本実施 の形態 4 では、継手部材 1 3 の連通部 3 3 が第 1 凹状部

3 3 b を含む例 を示 したが、 これ に限 らず、 図 2 6 に示す第 1 変形例 のよ

うに、連通部 3 3 が溝状部 3 3 a のみ によ り構成 されていてもよい。 す

なわち、第 1 凹状部 3 3 b が設 け られていな くてもよい。 このように構成

すれば、支持部 1 2 3 b および 1 2 4 b を連通 しなが ら、継手部材 1 3 に

よる接続強度 の向上 を図ることがで きる。 なお、継手部材 1 3 2 についても

同様 である。

[0314] また、本実施 の形態 4 において、 図 2 7 に示す第 2 変形例 のように、継手

部材 1 3 1 の連通部 3 3 が第 2 凹状部 3 3 c をさ らに含んでいてもよい

。 この第 2 凹状部 3 3 c は、 一対のボル ト揷入孔 3 a の上方 および下

方 に、溝状部 3 3 a と同 じ方向に延び るように形成 されている。 このよう

に構成 すれば、支持部 1 2 3 b および 1 2 4 b の間 を水分が移動 しゃす くす

ることがで きる。 この場合 において、第 1 凹状部 3 3 b が形成 されていな

くてもよい。 なお、継手部材 1 3 2 についても同様 である。

[031 5] また、本実施 の形態 4 では、継手部材 1 3 の連通部 3 3 が溝状部 3

3 a および第 1 凹状部 3 3 b を含む例 を示 したが、 これ に限 らず、 図 2 8

に示す第 3 変形例 のように、継手部材 3 0 0 は、 ボル 卜揷入孔 3 0 1 の周囲

に形成 された厚 肉部 3 0 0 a と、厚 肉部 3 0 0 a 以外 の薄 肉部 3 0 0 b とを



含み、薄 肉部 3 O O b と対応 す る領域 が連通部 3 0 2 と して機 能 す るよ うに

して もよい。 この よ うに構成 すれ ば、 ボル ト1 4 2 にナ ッ ト 1 4 2 a が取 り

付 け られ る ことに起 因 してモジ ュール枠体 1 2 4 が変形 す るの を厚 肉部 3 0

0 a によ り抑制 しなが ら、支持部 1 2 3 b お よび 1 2 4 b の間 を水分 が移動

しゃす くす る ことがで きる。 なお、継手部材 1 3 2 について も同様 であ る。

[031 6] また、本実施 の形態 4 では、 開 口部 1 2 1 f 、 1 2 3 f 、 1 2 4 f お よび

1 2 5 f が トラ ック状 であ る例 を示 したが、 これ に限 らず、 開 口部 は矩形 ま

たは円形 であ って もよい。

[031 7] また、本実施 の形態 4 では、 開 口部 1 2 1 f 、 1 2 3 f 、 1 2 4 f お よび

5 f が それ ぞれ 内側面 1 2 1 d 、 1 2 3 d 、 1 2 4 d お よび 1 2 5 d に

形成 され る例 を示 したが、 これ に限 らず、 開 口部 が支持部 の外側面 または下

端面 （底面） に形成 されていて もよい。 開 口部 を下端面 に形成 すれ ば、 開 口

部 を内側面 または外側面 に形成 す る場合 に比べ て、重力 によ り水分 を排 出 し

やす くす る ことがで きる。 なお、 開 口部 は、 内側面、外側面 および下端面 の

うちいずれか 1 つの面 のみ に形成 されていて もよい し、 これ らの うち複数 の

面 に形成 されていて もよい。

[031 8] た とえば、本実施 の形態 4 において、 図 2 9 に示 す第 4 変形例 の よ うに、

モジ ュール枠体 1 2 4 の支持部 1 2 4 b の下端面 （底面） 1 2 4 g に開 口部

4 h を形成 し、連通部 3 3 が第 2 凹状部 3 3 c を含 む第 2 変形例 に

よる継手部材 1 3 1 (図 2 7 参 照） を用 いるよ うに して もよい。 この場合 に

は、 開 口部 1 2 4 h は、 下方 の第 2 凹状部 3 3 c と対応 す る位置 に配置 さ

れ る ことが好 ま しい。 なお、 開 口部 1 2 4 h を第 2 凹状部 3 3 c と対応 す

る位置 に配置 す る とは、 開 口部 1 2 4 h の少な くとも一部 が第 2 凹状部 3

3 c と垂 直方 向 において重 な る ことをい う。 また、 図 2 9 の例 では、 第 2 変

形例 による継手部材 1 3 1 (図 2 7 参 照） を用 いたが、 第 3 変形例 による継

手部材 3 0 0 (図 2 8 参 照）が用 い られていて もよい。 すなわち、支持部 の

下端面 に形成 された開 口部 と対応 す るよ うに、継手部材 の下端面 （支持部 の

下端面 と対 向す る面） に連通部 が形成 されている ことが好 ま しい。 また、 こ



の第 4 変形例 において、支持部 1 2 4 b の内側面 1 2 4 d に開 口部 1 2 4 f

が形成 されてお らず、継手部材 1 3 に溝状部 3 3 a が形成 されていな く

てもよい。

[031 9] また、本実施 の形態 4 では、支持部 1 2 3 b の外側面 1 2 3 c および内側

面 1 2 3 d にボル 卜揷入孔 1 2 3 g を形成 する例 を示 したが、 これ に限 らず

、支持部 1 2 3 b の外側面 1 2 3 c のみ にボル 卜揷入孔 1 2 3 g を形成 し、

外側面 1 2 3 c 側 か らモジュール枠体 1 2 3 と継手部材 1 3 とをね じ止め

するように してもよい。 なお、 モジュール枠体 1 2 4 および 1 2 5 について

も同様 である。 このように構成 すれば、支持部 の内側面 にボル ト揷入孔 を形

成 する必要がないので、 その分、製造工程数 を削減 することがで きる。特 に

、 モジュール枠体 1 2 3 の支持部 1 2 3 b では、外側面 1 2 3 c のボル 卜揷

入孔 1 2 3 g は打ち抜 き加工 によ り形成 され るのに対 し、 内側面 1 2 3 d の

ボル 卜揷入孔 1 2 3 g は切削加工 によ り形成 する必要があることか ら、支持

部 1 2 3 b の内側面 1 2 3 d にボル 卜揷入孔 1 2 3 g を形成 しないようにす

れば、切削加工 を省略することがで きるので、製造工程数 の削減 を効果的に

図ることがで きる。

[0320] また、本実施 の形態 4 では、継手部材 とモジュール枠体 とを締結 する締結

部材の一例 と してボル トおよびナ ッ トを示 したが、 これ に限 らず、継手部材

とモジュ一ル枠体 とを締結 する締結部材 と して リベ ッ トな どを用いてもよい

[0321 ] また、本実施 の形態 4 の連結部 1 5 4 において、 ボル ト1 4 3 ( 1 4 4 )

が揷入 され るボル 卜揷入孔 3 a および 1 2 4 e ( 3 2 2 a および 1 2 5

e ) にね じ山が形成 され、 ボル ト1 4 3 ( 1 4 4 ) とボル ト揷入孔 3 2 1 a

および 1 2 4 e ( 3 2 2 a および 1 2 5 e ) とが螺合するように してもよい

。 また、 ボル 卜揷入孔 3 a および 1 2 4 e ( 3 2 2 a および 1 2 5 e )

にね じ山が形成 されてお らず、 ボル ト1 4 3 ( 1 4 4 ) とボル ト揷入孔 3 2

a および 1 2 4 e ( 3 2 2 a および 1 2 5 e ) とが螺合 していな くてもよ

し、。 なお、連結部 1 5 3 についても同様 である。



[0322] < 実施の形態 5 >

図3 0 を参照 して、本発明の実施の形態 5 による太陽電池モジュール 1 0

0 a ( 1 0 0 b ) およびそれを備える太陽電池アレイ8 0 0 について説明す

る。

[0323] —太陽電池アレイ—

太陽電池アレイ8 0 0 は、図3 0 に示すように、横桟 5 0 1 に取り付けら

れる複数の太陽電池モジュール 1 0 0 を備えている。この太陽電池アレイ8

0 0 は、平面的に見てほぼ三角形状に形成されており、たとえば、寄棟造の

屋根などの三角形または台形の設置場所に設置される。なお、横桟 5 0 1 は

、横方向に延びるように形成されるとともに、縦方向 （棟軒方向）において

所定の間隔を隔てて複数設けられている。

[0324] 太陽電池モジュール 1 0 0 は、行列状 （マ 卜リクス状）に配置されており

、各段の横方向 （行方向）における一方端部に配置される太陽電池モジユ ー

ル 1 0 0 a と、各段の横方向における他方端部に配置される太陽電池モジュ

—ル 1 0 0 b と、各段において太陽電池モジュール 1 0 0 ぉょび 1 0 0 b

の間に配置される太陽電池モジュール 1 0 0 c とを含んでいる。なお、太陽

電池モジュール 1 0 0 ぉょび 1 0 0 b は各段に 1個ずつ設けられ、太陽電

池モジュール 1 0 0 c は上段側 （棟側）に比べて下段側 （軒側）に多く設け

られている。

[0325] 太陽電池モジュール 1 0 0 a は、平面的に見て五角形状に形成されており

、 3 つの角部が直角であるとともに、 2 つの角部が鈍角である。具体的には

、太陽電池モジュール 1 0 0 a は、下側の横辺 1 0 1 a と、下側の横辺 1 0

1 a よりも短い上側の横辺 1 0 2 a と、下側の横辺 1 0 1 a と上側の横辺 1

0 2 a とを結ぶ内側の縦辺 1 0 3 a と、内側の縦辺 1 0 3 a よりも短い外側

の縦辺 1 0 4 a と、上側の横辺 1 0 3 a と外側の縦辺 1 0 4 a とを結ぶ斜辺

1 0 5 a とを含んでいる。この太陽電池モジュール 1 0 0 a では、下側の横

辺 1 0 1 a および上側の横辺 1 0 2 a の下方にそれぞれ横桟 5 0 が配置さ

れている。



[0326] 太陽電池モジュール 1 0 0 b は、太陽電池モジュール 1 0 0 a と左右対称

に形成されている。なお、太陽電池モジュール 1 0 0 b は太陽電池モジュ一

ル 1 0 0 a とほぼ同様に構成されているため、太陽電池モジュール 1 0 0 b

についての説明は省略する。

[0327] 太陽電池モジュール 1 0 0 c は、平面的に見て矩形状に形成されており、

4 つの角部が直角である。具体的には、太陽電池モジュール 1 0 0 c は、下

側の横辺 1 0 1 c と、上側の横辺 1 0 2 c と、内側の縦辺 1 0 3 c と、外側

の縦辺 1 0 4 c とを含んでいる。この太陽電池モジュール 1 0 0 c では、下

側の横辺 1 0 1 c および上側の横辺 1 0 2 c の下方にそれぞれ横桟 5 0 が

配置されている。また、上側の横辺 1 0 2 c は、太陽電池モジュール 1 0 0

a の下側の横辺 1 0 1 a と同 じ長さを有 し、外側の縦辺 1 0 4 c は、太陽電

池モジュール 1 0 0 の内側の縦辺 1 0 3 a と同 じ長さを有する。

[0328] なお、図3 0 の例では、太陽電池モジュール 1 0 0 c は、 1段目 （最下段

) に8 個設けられ、 2 段目に6 個設けられ、 3 段目に4 個設けられ、 4 段目

に2 個設けられ、 5 段目 （最上段）に設けられていない。

[0329] また、太陽電池アレイ8 0 0 では、最も外側の太陽電池モジュール 1 0 0

a および 1 0 0 b を除き、太陽電池モジュール 1 0 0 a および 1 0 0 b の下

側には、太陽電池モジュール 1 0 0 c が縦方向 （列方向）において対応する

(連なる）ように配置されている。すなわち、太陽電池モジュール 1 0 0 a

の内側の縦辺 1 0 3 a と、その太陽電池モジュール 1 0 0 a の下側に配置さ

れる太陽電池モジュール 1 0 0 c の内側の縦辺 1 0 3 c とが縦方向に一直線

に並ぶようにされている。また、太陽電池モジュール 1 0 0 a の外側の縦辺

0 4 a と、その太陽電池モジュール 1 0 0 a の下側に配置される太陽電池

モジュール 1 0 0 c の外側の縦辺 1 0 4 c とが縦方向に一直線に並ぶように

されている。

[0330] —太陽電池モジュール—

本実施の形態 5 に係る太陽電池モジュール 1 0 0 a は、実施の形態 1 にお

いて図 2 ないし図 2 0 に示 して説明した太陽電池モジュール 1 0 0 a と基本



的な構成は同 じである。すなわち、太陽電池モジュール 1 0 0 a は、図 2 に

示す太陽電池モジュール 1 0 0 a と同様、太陽電池モジュール本体 1 0 と、

太陽電池モジュール本体 1 0 を支持するモジュール枠体 1 2 1 ~ 1 2 5 と、

モジュール枠体 1 2 1 ~ 1 2 5 を補強する補助枠体 1 2 6 (図 2 0 参照）と

、モジュール枠体 1 2 3 および 1 2 4 を連結するための継手部材 1 3 と、

モジュール枠体 1 2 4 および 1 2 5 を連結するための継手部材 1 3 2 とを備

えている。 また、補助枠体 1 2 6 は、複数の太陽電池セル 1 1 の間に、裏面

側 （底面側）か ら見て太陽電池セル 1 1 と重な らないように配置されている

。 このため、太陽電池モジュール 1 0 0 a の構成については、 ここでは説明

を省略する。

[0331 ] 尚、太陽電池モジュール 1 0 0 a のモジュール枠体 1 2 は下側の横辺 1

0 1 a (図 3 0 参照）に配置され、モジュール枠体 1 2 3 は上側の横辺 1 0

2 a (図 3 0 参照）に配置される。モジュール枠体 1 2 2 は内側の縦辺 1 0

3 a (図 3 0 参照）に配置され、モジュール枠体 1 2 5 は外側の縦辺 1 0 4

a (図 3 0 参照）に配置される。モジュール枠体 1 2 4 は斜辺 1 0 5 a (図

3 0 参照）に配置される。

[0332] また、太陽電池モジュール 1 0 0 a の連結部 1 5 1、 1 5 2 、 1 5 3 およ

び 1 5 5 は、下方に横桟 5 0 1 (図 3 0 参照）が配置されるのに対 し、連結

部 1 5 4 は、下方に横桟 5 0 1 が配置されていない。 このため、連結部 1 5

1、 1 5 2 、 1 5 3 および 1 5 5 は、横桟 5 0 1 に固定されるが、連結部 1

5 4 は、横桟 5 0 1 に固定されることな く浮いた状態である。そ して、後述

するように、連結部 1 5 3 および 1 5 4 は、連結部 1 5 1、 1 5 2 および 1

5 5 に比べて強化されている。なお、本実施の形態 5 において、連結部 1 5

1、 1 5 2 、 1 5 3 および 1 5 5 は、本発明の 「第 1 連結部」の一例であ り

、連結部 1 5 4 は、本発明の 「第 2 連結部」の一例である。

[0333] —太陽電池モジュールの製造方法—

次に、太陽電池モジュール 1 0 0 a の製造方法の概略について説明する。

[0334] まず、モジュール枠体 1 2 4 および 1 2 5 が連結される。具体的には、モ



ジュール枠体 1 2 4 の他方端部の支持部 1 2 4 b に継手部材 1 3 2 の第 1板

部 3 2 1 が揷入される。その状態から、ボル 卜1 4 3 がボル 卜揷入孔 3

a および 1 2 4 e に揷入され、ボル ト1 4 3 にナツ卜1 4 3 a が取り付けら

れる。そして、モジュール枠体 1 2 5 の一方端部の支持部 1 2 5 b に継手部

材 1 3 2 の第 2 板部 3 2 2 が揷入される。その状態から、ボル 卜1 4 4 がボ

ル 卜揷入孔 3 2 2 a および 1 2 5 e に揷入され、ボル ト1 4 4 にナツ卜1 4

4 a が取り付けられる。

[0335] 次に、モジュール枠体 1 2 3 および 1 2 4 が連結される。具体的には、モ

ジュール枠体 1 2 3 の他方端部の支持部 1 2 3 b に継手部材 1 3 1 の第 1板

咅 1 1 が揷入される。その状態から、ボル ト1 4 がボル ト揷入孔 3

a および 1 2 3 g に揷入され、ボル 卜1 4 1 にナツ卜1 4 1 a が取り付けら

れる。そして、モジュール枠体 1 2 4 の一方端部の支持部 1 2 4 b に継手部

材 1 3 1 の第 2 板部 3 1 2 が揷入される。その状態から、ボル ト1 4 2 がボ

ル 卜揷入孔 3 a および 1 2 4 e に揷入され、ボル ト1 4 2 にナツ卜1 4

2 a が取り付けられる。

[0336] このようにして、モジュール枠体 1 2 3 ~ 1 2 5 が連結される。なお、モ

ジュール枠体 1 2 3 および 1 2 4 が連結された後に、モジュール枠体 1 2 4

および 1 2 5 が連結されるようにしてもよい。

[0337] そ して、モジュール枠体 1 2 3 ~ 1 2 5 の嵌合部 1 2 3 a ~ 1 2 5 a に緩

衝部材 1 5 を介 して太陽電池モジュール本体 1 0 が嵌合される。その後、モ

ジュ一ル枠体 1 2 1 および 1 2 2 が取り付けられるとともに、補助枠体 1 2

6 が取り付けられる。

[0338] —効果—

本実施の形態 5 では、上記のように、横桟 5 0 1 が下方に配置されない連

結部 1 5 4 において、ボル 卜1 4 3 およびナツ卜1 4 3 a を用いてモジュ一

ル枠体 1 2 4 と継手部材 1 3 と締結するとともに、ボル 卜1 4 4 およびナ

ッ卜1 4 4 a を用いてモジュール枠体 1 2 5 と継手部材 1 3 2 とを締結する

。このように構成することによって、ね じによりモジュール枠体と継手部材



とを直接締結する場合に比べて、緩みにくくすることができる。 これにより

、連結部 1 5 4 に負荷がかかった場合にも、連結部 1 5 4 が破損するのを抑

制することができる。

[0339] また、本実施の形態 5 では、本発明の締結部材 として、ボル ト1 4 3 およ

びナッ ト1 4 3 a と、ボル 卜1 4 4 およびナツ 卜1 4 4 a とを用いることに

よって、締め直 しが可能であ り、 また交換することも可能であるので、太陽

電池モジュール 1 0 0 a の設置後のメンテナンスを行いやすい。

[0340] また、本実施の形態 5 では、モジュ一ル枠体 1 2 4 の支持部 1 2 4 b およ

びモジュール枠体 1 2 5 の支持部 1 2 5 b を継手部材 1 3 が塞 ぐように構

成することによって、連結部 1 5 4 の機械的な強度の向上を図ることができ

るので、連結部 1 5 4 が破損するのを抑制することができる。

[0341 ] また、本実施の形態 5 では、ボル ト1 4 3 およびナツ 卜1 4 3 a と、ボル

卜1 4 4 およびナツ 卜1 4 4 a とを 2 つずつ設けることによって、接続強度

を強化することができるので、連結部 1 5 4 が破損するのを抑制することが

できる。

[0342] また、本実施の形態 5 では、補助枠体 1 2 6 を設けることによって、モジ

ユール枠体 1 2 1 ~ 1 2 5 を補強することができるので、連結部 1 5 4 が破

損するのを抑制することができる。

[0343] また、本実施の形態 5 では、太陽電池セル 1 1 の間に太陽電池セル 1 1 と

重な らないように補助枠体 1 2 6 を配置することによって、太陽電池モジュ

—ル本体 1 0 が橈んだ場合でも、太陽電池セル 1 1 が補助枠体 1 2 6 に接触

するのを抑制することができるので、太陽電池セル 1 1 が損傷するのを抑制

することができる。

[0344] < 実施の形態 6 >

次に、図 3 1 を参照 して、本発明の実施の形態 6 による太陽電池モジュ一

ル 1 0 0 a ( 1 0 0 b ) およびそれを備える太陽電池アレイ 9 0 0 について

説明する。なお、実施の形態 6 では、実施の形態 5 の横桟 5 0 1 に代えて縦

桟 9 0 1 が設けられている。 また、以下では、実施の形態 5 と同一部分には



同一符号を付 して重複する説明を省略する。

[0345] 太陽電池アレイ 9 0 0 は、縦桟 9 0 1 に取り付けられる複数の太陽電池モ

ジュール 1 0 0 を備えている。この太陽電池アレイ 9 0 0 は、平面的に見て

ほぼ三角形状に形成されており、たとえば、寄棟造の屋根などの三角形また

は台形の設置場所に設置される。なお、縦桟 9 0 1 は、縦方向 （棟軒方向）

に延びるように形成されるとともに、横方向において所定の間隔を隔てて複

数設けられている。

[0346] 太陽電池モジュール 1 0 0 a では、内側の縦辺 1 0 3 a および外側の縦辺

1 0 4 a の下方にそれぞれ縦桟 9 0 が配置されている。太陽電池モジュ一

ル 1 0 0 c では、内側の縦辺 1 0 3 c および外側の縦辺 1 0 4 c の下方にそ

れぞれ縦桟 9 0 が配置されている。

[0347] ここで、縦桟 9 0 1 に取り付けられる太陽電池モジュール 1 0 0 a では、

連結部 1 5 1、 1 5 2 、 1 5 4 および 1 5 5 (図 3 1参照）は、下方に縦桟

9 0 が配置されるのに対 し、連結部 1 5 3 は、下方に縦桟 9 0 が配置さ

れていない。このため、連結部 1 5 1、 1 5 2 、 5 4 および 1 5 5 は、縦

桟 9 0 1 に固定されるが、連結部 1 5 3 は、縦桟 9 0 1 に固定されることな

く浮いた状態である。そして、連結部 1 5 3 および 1 5 4 は、連結部 1 5

、 5 2 および 1 5 5 に比べて強化されている。なお、実施の形態 6 におい

て、連結部 1 5 1、 1 5 2 、 1 5 4 および 1 5 5 は、本発明の 「第 1連結部

」の一例であり、連結部 1 5 3 は、本発明の 「第 2 連結部」の一例である。

[0348] 実施の形態 6 では、上記のように、縦桟 9 0 1 が下方に配置されない連結

部 1 5 3 において、ボル 卜1 4 1 およびナツ卜1 4 1 a を用いてモジュール

枠体 1 2 3 と継手部材 1 3 と締結するとともに、ボル 卜1 4 2 およびナツ

卜1 4 2 a を用いてモジュール枠体 1 2 4 と継手部材 1 3 とを締結する。

このように構成することによって、ね じによりモジュ一ル枠体と継手部材と

を直接締結する場合に比べて、緩みにくくすることができる。これにより、

連結部 1 5 3 に負荷がかかった場合にも、連結部 1 5 3 が破損するのを抑制

することができる。



[0349] なお、実施の形態 6 のその他の効果は、実施の形態 5 とほぼ同様である。

[0350] < 他の実施の形態>

なお、今回開示 した実施の形態は、すべての点で例示であって、限定的な

解釈の根拠 となるものではない。 したがって、本発明の技術的範囲は、上記

した実施の形態のみによって解釈されるものではな く、特許請求の範囲の記

載 に基づいて画定される。 また、本発明の技術的範囲には、特許請求の範囲

と均等の意味および範囲内でのすべての変更が含 まれる。

[0351 ] た とえば、実施の形態 5 では、ボル ト1 4 3 ( 1 4 4 ) およびナ ッ ト1 4

3 a ( 1 4 4 a ) を用いてモジュール枠体 1 2 4 ( 5 ) と継手部材 1 3

2 とを締結する例 を示 したが、 これに限 らず、 リベ ッ トを用いてモジュール

枠体 と継手部材 とを締結するように してもよい。 このように構成すれば、 1

種類の部品で締結が可能 とな り、 また回転 させて締める必要がな くな り短時

間での締結作業が可能 となる。 よって、締結の作業性の向上を図ることがで

きる。 また、接着剤 により固定されるね じを用いてモジュール枠体 と継手部

材 とを締結するように してもよい。なお、接着剤は、たとえば、 アク リル系

の接着剤である。 このように構成すれば、止水性の向上を図るとともに、防

食性の向上を図ることができる。 また、セル フタップね じを用いてモジュ一

ル枠体 と継手部材 とを締結するように してもよい。 ここで、セル フタップね

じとは、ね じ孔 （モジュール枠体および継手部材のボル ト揷入孔）に予め溝

を形成することな く、ね じ孔の径 をね じの径 ょりも小さ くすることにより、

ね じ孔に溝 を形成 しなが らね じを締結する方法である。 これ らのように、ボ

ル 卜およびナ ツ 卜以外の締結部材を採用 した場合には、モジュール枠体の支

持部の内側面にボル ト揷入孔が形成 されていな くてもよい。なお、実施の形

態 6 についても同様である。

[0352] また、実施の形態 5 において、ボル ト1 4 3 ( 1 4 4 ) が揷入されるボル

卜揷入孔 3 a および 1 2 4 e ( 3 2 2 a および 1 2 5 e ) にね じ山が形

成 され、ボル ト1 4 3 ( 1 4 4 ) とボル ト揷入孔 3 2 1 a および 1 2 4 e (

3 2 2 a および 1 2 5 e ) とが螺合するように してもよい。 また、ボル ト揷



入孔 3 a および 1 2 4 e ( 3 2 2 a および 1 2 5 e ) にね じ山が形成さ

れておらず、ボル ト1 4 3 ( 1 4 4 ) とボル ト揷入孔 3 2 1 a および 1 2 4

e ( 3 2 2 a および 1 2 5 e ) とが螺合 していなくてもよい。なお、実施の

形態 6 についても同様である。

[0353] また、実施の形態 5 では、継手部材 1 3 に連通部 3 2 3 を形成する例を

示 したが、これに限らず、継手部材に連通部が形成されていなくてもよい。

すなわち、継手部材がモジュール枠体の支持部をほぼ完全に塞 ぐようにして

もよい。また、継手部材が支持部を塞がないように薄 く形成されていてもよ

し、。なお、実施の形態 6 についても同様である。

[0354] また、実施の形態 5 では、ボル ト1 4 3 ( 1 4 4 ) およびナット1 4 3 a

( 1 4 4 a ) を 2 つ設ける例を示 したが、これに限らず、ボル トおよびナツ

卜が 1 つまたは3 つ以上設けられていてもよい。

[0355] また、実施の形態 5 では、連結部 1 5 3 および 1 5 4 が強化される例を示

したが、これに限らず、少なくとも連結部 1 5 4 が強化されていればよい。

また、連結部 1 5 4 に加えて、連結部 1 5 4 に最も近い連結部 1 5 5 が強化

されるようにしてもよい。また、連結部 1 5 4 に加えて、連結部 1 5 4 と隣

接する連結部 1 5 3 および 1 5 5 が強化されるようにしてもよい。このよう

に構成すれば、連結部 1 5 4 が負荷を受けた場合に、影響を受けやすい連結

部を強化することにより、連結部が破損するのを抑制することができる。な

お、連結部 1 5 4 とともに、その他の連結部 1 5 1、 1 5 2 、 1 5 3 および

1 5 5 を全て強化するようにしてもよい。また、連結部の強化方法としては

、締結部材としてボル トおよびナットを用いること、締結部材としてリベッ

卜を用いること、締結部材として接着剤により固定されるね じを用いること

、締結部材としてセルフタップね じを用いること、厚い継手部材を用いるこ

と、締結部材の数を増やすことなどが採用可能であり、これらを適宜組み合

わせてもよい。

[0356] 同様に、実施の形態 6 では、連結部 1 5 3 および 1 5 4 が強化される例を

示 したが、これに限らず、少なくとも連結部 1 5 3 が強化されていればよい



。 また、連結部 1 5 3 に加えて、連結部 1 5 3 に最も近い連結部 1 5 が強

化されるように してもよい。 また、連結部 1 5 3 に加えて、連結部 1 5 3 と

隣接する連結部 1 5 2 および 1 5 4 が強化されるように してもよい。 このよ

うに構成すれば、連結部 1 5 3 が負荷を受けた場合に、影響を受けやすい連

結部を強化することにより、連結部が破損するのを抑制することができる。

なお、連結部 1 5 3 とともに、その他の連結部 1 5 1、 1 5 2 、 1 5 4 およ

び 1 5 5 を全て強化するように してもよい。 また、連結部の強化方法 として

は、上記 と同様なものが採用可能である。

[0357] また、実施の形態 5 では、太陽電池アレイ 8 0 0 が 5 段である例を示 した

が、 これに限 らず、太陽電池アレイが何段であってもよい。なお、実施の形

態 6 についても同様である。

[0358] また、実施の形態 5 では、太陽電池アレイ 8 0 0 の最上段に矩形状の太陽

電池モジュール 1 0 0 c が設けられていない例を示 したが、 これに限 らず、

太陽電池アレイの最上段に矩形状の太陽電池モジュールが設けられていても

よい。なお、実施の形態 6 についても同様である。

[0359] また、実施の形態 5 および 6 では、水分を排出するための開口部 1 2 1 f

、 1 2 3 f 、 1 2 4 f および 1 2 5 f が形成されていな くてもよい。

[0360] 本発明は、その精神 または主要な特徴か ら逸脱することな く、他のいろい

ろな形で実施することができる。そのため、上述の実施例はあ らゆる点で単

なる例示にすぎず、限定的に解釈 してはな らない。本発明の範囲は特許請求

の範囲によって示すものであって、明細書本文には、なん ら拘束されない。

さらに、特許請求の範囲の均等範囲に属する変形や変更は、全て本発明の範

囲内のものである。

符号の説明

[0361 ] 1、 1 0 0 、 1 0 0 a 、 1 0 0 b 太陽電池モジュール

0 太陽電池モジュール本体

太陽電池セル

1 セル領域



外周領域

緩衝部

モジュール枠体

a 第 1 モジュール枠体

b 第 2 モジュール枠体

c 第 3 モジュール枠体

d 第 4 モジュール枠体

e 第 5 モジュール枠体

嵌め込み部

b 底部

s つば部

支持部

上端部

下端部

第 1 壁部

、 2 7 a 2 7 b 、 2 7 c 、 2 7 d 、 2 7 e 、

第 2 壁部

s 補強部

めね じ部

、 3 1 3 継手部材

、 3 3 a 、 3 づ b 、 3 3 c 、 3 3 d 締結部材

、 4 1 、 4 2 、 4 3 、 4 4 、 4 5 連結部

、 5 1 、 5 2 、 5 3 、 5 4 締結部材

1 a 下側の横辺

2 a 上側の横辺

2 c 上側の横辺

3 a 内側の縦辺



a 外側 の縦辺

a 斜辺

5 モジュール枠体

a 〜 1 2 5 a 嵌合部

b 〜 1 2 5 b 支持部

f 、 1 2 3 f 、 1 2 4 f 、 1 2 4 h 、 5 f 開 口咅

補助枠体

、 1 3 2 継手部材

a 3 1 2 a 、 3 a 3 2 2 a ボル 卜揷入孔 （貫通孔 )

、 3 2 3 連通部

a 、 3 2 3 a 溝状部

b 、 3 2 3 b 第 1 凹状部

c 第 2 凹状部

〜 1 4 4 ポル ト （締結部材）

a ~ 1 4 4 a ナ ッ ト

5 5 連結部

継手部材

a 厚 肉部

b 薄 肉部

ボル ト揷入孔 （貫通孔）

連通部

、 6 0 0 、 7 0 0 、 8 0 0 、 9 0 0 太陽電池 ア レイ

横桟 （桟）

ダミー ピース （化粧部材）

縦桟 （桟）



請求の範囲

[ 請求項 1] 横桟 に取 り付 け られる複数の太陽電池モジュール を備 える太陽電池

ア レイであ って、

前記複数の太陽電池モジュールは、行列状 に配置 されてお り、平面

的に見て矩形状の第 1 太陽電池モジュール と、平面的に見て五角形状

の第 2 太陽電池モジュール とを含み、

前記第 2 太陽電池モジュ一ルは、 3 つの角部が直角であるとともに

、 2 つの角部が鈍角であ り、

前記第 2 太陽電池モジュールの 1 段下には、 1 段下の前記第 1 太陽

電池モジュ一ルぉよび前記第 2 太陽電池モジュ一ルが配置 されてお り

前記 1 段下の第 1 太陽電池モジュールは、前記第 2 太陽電池モジュ

—ル と縦方向において隣接するように配置 され、

前記 1 段下の第 2 太陽電池モジュールは、前記 1 段下の第 1 太陽電

池モジュール と横方向において隣接するように配置 され、

前記第 2 太陽電池モジュールの下側の横辺は、前記 1 段下の第 1 太

陽電池モジュ一ルの上側の横辺 よ りも長 くなるように構成 されてお り

、前記 1 段下の第 1 太陽電池モジュールの上側の横辺 に隣接配置 され

るとともに、前記 1 段下の第 2 太陽電池モジュールの上側の横辺 に隣

接配置 されていることを特徴 とする太陽電池 ァ レィ。

[ 請求項 2 ] 請求項 1 に記載の太陽電池 ア レイであ って、

前記第 1 太陽電池モジュールは、縦方向において対応するように配

置 されていることを特徴 とする太陽電池 ァ レィ。

[ 請求項 3 ] 請求項 1 または 2 に記載の太陽電池 ア レイであ って、

前記所定の第 2 太陽電池モジュールの下側の横辺の長 さは、前記 1

段下の第 1 太陽電池モジュールの上側の横辺の長 さと、前記 1 段下の

第 2 太陽電池モジュールの上側の横辺の長 さとの合計 よ りも小さ くな

るように構成 されていることを特徴 とする太陽電池 ア レイ。



請求項 1 ~ 3 のいずれか 1 つに記載の太陽電池 ア レイであ って、

前記所定の第 2 太陽電池モジュール と横方向において隣接配置 され

るとともに、前記 1 段下の第 2 太陽電池モジュール と縦方向において

隣接配置 される化粧部材 を備 えることを特徴 とする太陽電池 ア レイ。

請求項 1 ~ 4 のいずれか 1 つに記載の太陽電池 ア レイであ って、

最上段か ら最下段 までの各段の横方向における端部 に前記第 2 太陽

電池モジュ一ルが配置 されることを特徴 とする太陽電池 ァ レィ。

請求項 1 ~ 4 のいずれか 1 つに記載の太陽電池 ア レイであ って、

上段側の各段の横方向における端部 に前記第 2 太陽電池モジュ一ル

が配置 され、

下段側の各段 には前記第 1 太陽電池モジュールのみが配置 されるこ

とを特徴 とする太陽電池 ァ レィ。

請求項 1 ~ 6 のいずれか 1 つに記載の太陽電池 ア レイであ って、

前記第 2 太陽電池モジュールは、下側の横辺 と、前記下側の横辺 よ

りも短い上側の横辺 と、前記下側の横辺 と前記上側の横辺 とを結ぶ 内

側の縦辺 と、前記内側の縦辺 よ りも短い外側の縦辺 と、前記上側の横

辺 と前記外側の縦辺 とを結ぶ斜辺 とを含む ことを特徴 とする太陽電池

ア レイ。

太陽電池セルが配置 されたセル領域 と、前記セル領域の外周 に配置

された外周領域 とを備 える太陽電池モジュ一ル本体 を保持するモジュ

—ル枠体であ って、

前記外周領域が嵌め込 まれる嵌め込み部 と、前記嵌め込み部 を支持

する支持部 とを備 え、

前記支持部 は、前記嵌め込み部の底部 と結合する上端部 と、前記太

陽電池モジュール本体 と交差する方向で前記上端部か ら離れて配置 さ

れ前記上端部 に対向する下端部 と、前記上端部 と前記下端部 とを連結

し前記外周領域 に沿 って配置 された第 1 壁部 と、前記上端部 と前記下

端部 との間で前記第 1 壁部 に沿 って配置 され延長 して隣接する他のモ



ジュール枠体 に挿入される継手部材 と、前記継手部材の前記第 1 壁部

か らの位置 を規制する規制部 とを備 えることを特徴 とするモジュール

枠体。

[ 請求項 9 ] 請求項 8 に記載のモジュール枠体であ って、

前記規制部 は、前記下端部 に配置 されていることを特徴 とするモジ

ユール枠体。

[ 請求項 10 ] 請求項 8 または請求項 9 に記載のモジュール枠体であ って、

前記規制部 は、前記上端部 に配置 されていることを特徴 とするモジ

ユール枠体。

[ 請求項 11] 請求項 8 か ら請求項 1 0 までのいずれか一つに記載のモジュール枠

体であ って、

前記規制部 は、突起であることを特徴 とするモジュ一ル枠体。

[ 請求項 12 ] 請求項 1 1 に記載のモジュール枠体であ って、

前記突起は、前記第 1 壁部の長 さ方向に沿 って延長 されていること

を特徴 とするモジュ一ル枠体。

[ 請求項 13 ] 請求項 8 に記載のモジュ一ル枠体であ つて、

前記規制部 は、前記下端部 および前記上端部のいずれか一方 に形成

されて前記継手部材が揷入される凹部 とされ、前記下端部 および前記

上端部の双方で前記継手部材 を挟む構造 とされていることを特徴 とす

るモジュール枠体。

[ 請求項 14] 請求項 8 か ら請求項 1 3 までのいずれか一つに記載のモジュール枠

体であ って、

前記支持部 は、前記第 1 壁部 に対 して前記セル領域の側 に配置 され

前記上端部 と前記下端部 とを連結 して前記外周領域 に沿 って配置 され

た第 2 壁部 を備 え、

前記第 2 壁部 は、前記第 1 壁部 に対向する面 に配置 されて隣接する

他のモジュール枠体の第 1 壁部がね じ止めされるめね じ部 を備 え、

前記規制部 は、前記めね じ部 によって構成 されていることを特徴 と



するモジュール枠体。

請求項 1 4 に記載のモジュール枠体であ って、

前記上端部、前記下端部、前記第 1 壁部、 および前記第 2 壁部 は、

前記継手部材 を内包する中空構造 を形成 していることを特徴 とするモ

ジュール枠体。

請求項 8 か ら請求項 1 5 までのいずれか一つに記載のモジュール枠

体であ って、

前記継手部材は、前記第 1 壁部 に締結 されていることを特徴 とする

モジュール枠体。

太陽電池セルが配置 されたセル領域 および前記セル領域の外周 に配

置 された外周領域 を備 える太陽電池モジュール本体 と、前記外周領域

が嵌め込 まれた複数のモジュ一ル枠体 とを備 える太陽電池モジュ一ル

であ って、

複数の前記モジュ一ル枠体の内少な くとも 2 つは、請求項 1 か ら請

求項 9 までのいずれか一つに記載のモジュール枠体であ って、相互 に

連結 されて形成する連結部の平面視での内角が 9 0 度 と異なる角度で

あることを特徴 とする太陽電池モジュ一ル。

請求項 1 7 に記載の太陽電池モジュールであ って、

前記太陽電池モジュール本体は、平面視で 5 角形以上の多角形であ

ることを特徴 とする太陽電池モジュ一ル。

太陽電池セルが配置 されたセル領域 および前記セル領域の外周 に配

置 された外周領域 を備 える太陽電池モジュール本体 と、前記外周領域

が嵌め込 まれた複数のモジュ一ル枠体 とを備 える太陽電池モジュ一ル

であ って、

複数の前記モジュ一ル枠体は、前記モジュ一ル枠体の長 さ方向 と垂

直な方向での断面形状が異なる複数種類 とされていることを特徴 とす

る太陽電池モジュール。

太陽電池モジュール本体 と、



前記太陽電池モジュール本体の各辺 にそれぞれ配置 される複数のモ

ジュール枠体 と、

前記複数のモジュ一ル枠体の うち隣接するモジュ一ル枠体 を連結す

るための継手部材 とを備 える太陽電池モジュールであ って、

前記モジュ一ル枠体は、前記太陽電池モジュール本体が嵌合 される

嵌合部 と、前記嵌合部の下方 に配置 された中空状の支持部 とを含み、

前記継手部材は、前記隣接するモジュール枠体の境界 を跨 ぐように

、隣接する前記支持部の内部 に配置 され、かつ、前記隣接する支持部

を連通する連通部が形成 され、

前記複数のモジュール枠体の うちの少な くとも 1 つのモジュール枠

体の支持部 には、水分 を排 出するための開口部が形成 されていること

を特徴 とする太陽電池モジュ一ル。

請求項 2 0 に記載の太陽電池モジュールであ って、

前記開口部 は、前記支持部の少な くとも底面 に形成 され、前記連通

部 と対応する位置 に配置 されていることを特徴 とする太陽電池モジュ

—ル。

請求項 2 0 または 2 に記載の太陽電池モジュールであ って、

前記開口部 は、前記支持部の少な くとも側面 に形成 され、前記連通

部 と対応する位置 に配置 されていることを特徴 とする太陽電池モジュ

—ル。

請求項 2 0 ~ 2 2 のいずれか 1 つに記載の太陽電池モジュールであ

つて、

前記支持部 と前記継手部材 とを締結する締結部材 を備 え、

前記継手部材は、前記締結部材が配置 される一対の貫通孔 を有する

ことを特徴 とする太陽電池モジュ一ル。

請求項 2 3 に記載の太陽電池モジュールであ って、

前記連通部 は、前記一対の貫通孔の間に配置 される溝状部 を含む こ

とを特徴 とする太陽電池モジュ一ル。



請求項 2 4 に記載の太陽電池モジュールであ って、

前記連通部 は、前記溝状部 と交差する方向に延びるように形成 され

、前記溝状部の端部 と連通する第 1 凹状部 を含む ことを特徴 とする太

陽電池モジュール。

請求項 2 4 または 2 5 に記載の太陽電池モジュールであ って、

前記連通部 は、前記一対の貫通孔の上方および下方 に、前記溝状部

と同 じ方向に延びるように形成 された第 2 凹状部 を含む ことを特徴 と

する太陽電池モジュール。

請求項 2 3 に記載の太陽電池モジュールであ って、

前記継手部材は、前記貫通孔の周囲に形成 された厚 肉部 と、前記厚

肉部以外の薄肉部 とを含み、

前記薄肉部 と対応する領域が前記連通部 と して機能することを特徴

とする太陽電池モジュ一ル。

太陽電池モジュール本体の各辺 にそれぞれ配置 される複数のモジュ

ール枠体の うち隣接するモジュ一ル枠体 を連結するための継手部材で

あ って、

前記モジュ一ル枠体は、前記太陽電池モジュール本体が嵌合 される

嵌合部 と、前記嵌合部の下方 に配置 された中空状の支持部 とを含み、

前記隣接するモジュール枠体の境界 を跨 ぐように、隣接する前記支

持部の内部 に配置 され、かつ、前記隣接する支持部 を連通する連通部

が形成 され、

前記複数のモジュール枠体の うちの少な くとも 1 つのモジュール枠

体の支持部 には、水分 を排 出するための開口部が形成 されていること

を特徴 とする継手部材。

桟 に取 り付 け られる太陽電池モジュールであ って、

太陽電池モジュール本体 と、

前記太陽電池モジュール本体の各辺 にそれぞれ配置 される複数のモ

ジュール枠体 と、



隣接する前記モジュール枠体が連結 される連結部 とを備 え、

前記連結部 は、前記桟が下方 に配置 される第 1 連結部 と、前記桟が

下方 に配置 されない第 2 連結部 とを含み、

前記第 2 連結部 において隣接するモジュ一ル枠体 を連結するための

継手部材 と、前記継手部材 と前記モジュ一ル枠体 とを締結する締結部

材 とが設 け られていることを特徴 とする太陽電池モジュ一ル。

[ 請求項30] 請求項 2 9 に記載の太陽電池モジュールであ って、

前記締結部材は、ボル トおよびナ ツ 卜を含む ことを特徴 とする太陽

電池モジュール。

[ 請求項 3 1 ] 請求項 2 9 に記載の太陽電池モジュールであ って、

前記締結部材は、 リベ ッ 卜を含む ことを特徴 とする太陽電池モジュ

—ル。

[ 請求項32] 請求項 2 9 に記載の太陽電池モジュールであ って、

前記締結部材は、接着剤 によ り固定されるね じを含む ことを特徴 と

する太陽電池モジュール。

[ 請求項33] 請求項 2 9 に記載の太陽電池モジュールであ って、

前記締結部材は、 セル フ タップね じを含む ことを特徴 とする太陽電

池モジュール。

[ 請求項34] 請求項 2 9 3 3 のいずれか 1 つに記載の太陽電池モジュールであ

つて、

前記モジュ一ル枠体は、前記太陽電池モジュール本体が嵌合 される

嵌合部 と、前記嵌合部の下方 に配置 された中空状の支持部 とを含み、

前記継手部材は、前記支持部の内部 に揷入された場合 に、前記支持

部 を塞 ぐように構成 されていることを特徴 とする太陽電池モジュール

[ 請求項35] 請求項 2 9 3 4 に記載の太陽電池モジュールであ って、

前記締結部材は、複数設 け られていることを特徴 とする太陽電池モ

ジュール。



請求項 2 9 ~ 3 5 のいずれか 1 つに記載の太陽電池モジュールであ

つて、

前記太陽電池モジュール本体は、平面的に見て五角形 に形成 されて

お り、

前記連結部 は、 4 個 の前記第 1 連結部 と、 1 個 の前記第 2 連結部 と

を含み、

前記第 2 連結部 と隣接する前記第 1 連結部の うち、前記第 2 連結部

に近い前記第 1 連結部が強化 されていることを特徴 とする太陽電池モ

ジュール。

請求項 2 9 ~ 3 5 のいずれか 1 つに記載の太陽電池モジュールであ

つて、

前記太陽電池モジュール本体は、平面的に見て五角形 に形成 されて

お り、

前記連結部 は、 4 個 の前記第 1 連結部 と、 1 個 の前記第 2 連結部 と

を含み、

前記第 2 連結部 と隣接する前記第 1 連結部の両方が強化 されている

ことを特徴 とする太陽電池モジュ一ル。

請求項 2 9 ~ 3 7 のいずれか 1 つに記載の太陽電池モジュールであ

つて、

前記モジュール枠体の間に架 け られる補助枠体 を備 えることを特徴

とする太陽電池モジュ一ル。

請求項 3 8 に記載の太陽電池モジュールであ って、

前記太陽電池モジュール本体は、複数の太陽電池セル を含み、

前記補助枠体は、前記複数の太陽電池セルの間に、前記太陽電池セ

ル と重な らないように配置 されていることを特徴 とする太陽電池モジ

ユール。
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including no same or corre sponding special techni cal feature , and thus ,
they are not found t o f or m a single general i nventive concept .

Form PCT/ISA/210 (extra sheet) (July 2009)



国際調査報告 国際出願番号 P C T / J P 2 0 1 2 / 0 8 1 2 7 8

A . 発明の属する分野の分類 （国際特許分類 （I P C ) )

Int.Cl. H01L31/042 (2006. 01) i

B . 調査を行った分野
調査を行った最小限資料 （国際特許分類 （I P C ) )

Int.Cl. H01L31/042

最小限資料以外の資料で調査を行った分野に含まれるもの

日本国実用新案公報 1 9 2 2 — 1 9 9 6 年
日本国公開実用新案公報 1 9 7 1 — 2 0 1 3 年
日本国実用新案登録公報 1 9 9 6 — 2 0 1 3 年
日本国登録実用新案公報 1 9 9 4 2 0 1 3 年

国際調査で使用 した電子データベース （データベースの名称、調査に使用 した用語）

C . 関連すると認められる文献
引用文献の 関連する
カテゴリ一 水 引用文献名 及び一部の箇所が関連するときは、その関連する箇所の表示 請求項の番号

Y JP 2001-193241 A ( ミサヮホー ム株式会社） 1-7
2001. 07. 17, 【0030 】 ， 【0033 】 ， 【0038 】 ， 【0047 】, 図 6，11

( フ ア ミ リーな し）

Y JP 2002-180605 A ( シ ャ ー プ株式会社） 1-7
2002. 06. 26, 【0039 】，図 13 ( フ ァ ミ リ一なし）

c 欄の続きにも文献が列挙されている。 パ テ ン トファミリーに関する別紙を参照。

* 引用文献のカテゴリー の 日の後に公表された文献
ΓΑ 」特に関連のある文献ではなく、一般的技術水準を示す 「τ 」国際出願 日又は優先 日後に公表 された文献であって

もの 出願 と矛盾するものではなく、発明の原理又は理論
ΓΕ 」国際出願 日前の出願または特許であるが、国際出願 日 の理解のために引用するもの

以後に公表 されたもの rx 」特に関連のある文献であって、当該文献のみで発明
「L 」優先権主張に疑義を提起する文献又は他の文献の発行 の新規性又は進歩性がない と考えられるもの

日若 しくは他の特別な理 由を確立す るために引用す ΓΥ 」特に関連のある文献であって、当該文献 と他の 1 以
る文献 （理由を付す） 上の文献 との、当業者にとって自明である組合せに

Γθ 」口頭による開示、使用、展示等に言及する文献 よって進歩性がないと考えられるもの
「Ρ 」国際出願 日前で、かつ優先権の主張の基礎 となる出願 Γ& 」同一パテ ン トファミリー文献

国際調査を完了した日 国際調査報告の発送 日
0 8 . 0 2 . 2 0 1 3 2 6 . 0 2 . 2 0 3

国際調査機関の名称及びあて先 特許庁審査官 （権限のある職員） 2 Κ 2 9 0 7

日本国特許庁 （I S A J Ρ ) 門 良成
郵便番号 1 0 0 — 8 9 1 5

東京都千代田区霞が関三丁 目4 番 3 号 電話番号 0 3 — 3 5 8 1 — 1 1 0 1 内線 3 2 5 5

様式 P C T l S A 2 1 0 (第 2 ページ） （2 0 0 9 年 7 月）



国際調査報告 国際出願番号 P C T / J P 2 0 1 2 / 0 8 1 2 7 8

第 Π欄 請求の範囲の一部の調査ができない ときの意見 （第 1 ページの 2 の続き）

法第 8条第3項 （P C T 17条 （2) (a) ) の規定によ り、 こ の 国際調査報告 は次の理 由に よ り請求の範 囲の一部 について作
成 しなかった。

1 . 請求項 は、この国際調査機 関が調査 をす ることを要 しない対象 に係 るものである。
つま り、

2 . 請求項 は、有意義な国際調査 をす ることができる程度まで所定の要件 を満
ない国際出願 の部分に係 るものである。つま り、

3 . 請求項 は、従属請求の範囲であって P C T 規則 6. 4 (a) の第 2 文及び第3文の規定に
従って記載 されていない。

第 欄 発明の単一性が欠如 しているときの意見 （第 1 ページの 3 の続 き）

次に述べ るよ うにこの国際出願 に二以上の発明があるとこの国際調査機 関は認 めた。
請求項 1 7 に係 る発 明は、安全性 の向上を図った太陽電池 ア レイ に 関す るものである。
請求項 8 1 9 に係 る発 明は、モ ジ ュール 枠体 を高精度 に位置決 めす るため の構造に関す るも
の で ある。 なお、請求項 1 7 の 「請求項 1 か ら請求項 9 ま で の」 とい う記載 は、 「請求項 8 か
ら 1 6 までの」 と読み替 えた。
請求項 2 0 - 2 8 に係 る発 明は、水分が残留 しない よ うなモ ジ ュール 枠体、継手部材 の構造に
関 るものである
請求項 2 9 - 3 9 に係 る発 明は、第 2 連結部が破損す るの を抑制す るため の構造に関す るもの
である。
そ して、これ ら 4 つの発 明群 の間には、同一又は対応す る特別 な技術的特徴 を含む技術的な関
係 はないの で 、 単一の一般的発 明概念 を形成 してい るとは認 め られない。

出願人が必要な追加調査手数料 をすベて期間内に納付 したので、この国際調査報告は、すべての調査可能な請求
項について作成 した。

2 . 追加調査手数料 を要求す るまでもなく、すべての調査可能な請求項について調査す ることができたので、追加調
查手数料の納付 を求めなかった。

3 . 出願人が必要な追加調査手数料 を一部のみ しか期間内に納付 しなかったの で 、 この国際調査報告は、手数料の納
付のあった次の請求項のみについて作成 した。

4 . 出願人が必要な追加調査手数料 を期間内に納付 しなかったの で 、 この 国際調査報告は、請求の範囲の最初に記載
されてい る発明に係 る次の請求項について作成 した。

請求項 1-7

追加調査手数料の異議の申立てに関す る注意
□ 追加調査手数料及び、該当す る場合には、異議 申立手数料の納付 と共に、出願人か ら異議 申立てがあった。

追加調査手数料の納付 と共に出願人か ら異議 申立てがあつたが、異議 申立手数料が納付命令書に示 した期間
内に支払われなかった。

追加調査手数料の納付はあったが、異議 申立てはなかった。

様式 P C T I S A 2 1 0 (第 1 ペー ジの続葉 （2 ) ) ( 2 0 0 9 年 7 月）
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